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１　沿　　　　革

明治35(1902). 4. 1 山口県染織講習所を柳井村（現柳井市）に設置。

大正 7(1918). 5. 1

昭和 2(1927). 4. 1

 〃 17(1942). 4. 1　

 〃 45(1970). 4. 1　

 〃 59(1984). 4. 1　

 〃 27(1952). 4. 1　

 〃 42(1967). 4. 1　

　

　

　

　

 〃 19(1944). 3.31　

 〃 20(1945). 5.29　

 〃 20(1945). 8.15　

 〃 23(1948). 4. 1　

 〃 25(1950). 9. 1　

 〃 27(1952). 2.13　　

山口県工業試験場を山口市大殿に設置。　

染織講習所を染織試験場と改称。　

染織試験場を染織指導所と改称、工業試験場を工芸指導所と改称。　

染織指導所を廃止。　

工芸指導所を山口県戦時製作所と改称。　

平成23(2011)．4. 1
平成23(2011)．7.12
　

平成19(2007). 3.31　

平成21(2009). 4. 1　

　

　

　

　

　

　

　

戦時製作所を工芸指導所と改称。　

染織試験場を設置。　

山口県醸造試験場を山口市清水に設置。　

工芸指導所を廃止し、工業試験場を設置。　

山口県窯業試験場を小野田市に設置。　

染織試験場、工業試験場、醸造試験場および県中小企業指導室を廃止し、　

　

平成14(2002). 3.31　

平成16(2004). 7.14　

　

 〃 63(1988). 4. 1　

　

　

　

平成11(1999). 4. 1 　

　

 〃 42(1967).10.13　

　

 〃 44(1969). 4. 1　

（４部、３課、７科、１分室構成）

経営指導部に第３課を設置。（４部、４課、７科、１分室構成）

総務課を廃止し、管理部を設置。（５部、３課、７科、１分室構成）

技術第１部デザイン工芸科を廃止し、デザイン室を設置。技術第１部に

電子科を設置。（５部、３課、７科、１室、１分室構成）

商工指導センターを改組し、山口県工業技術センターを設置。

これらの組織機能を統合して、山口県商工指導センターを山口市朝田に　

設置。　

総務課、経営指導部（２課）、技術部（３部、機械科・金属科・デザイ　

ン工芸科・化学科・酒類科・食品科の６科）、染織分室（柳井市）の　

４部、３課、６科、１分室構成。　

窯業試験場を廃止し、商工指導センター技術第２部に窯業科を設置。　

イン部、戦略プロジェクト部、食品共同研究センター、東部連絡所の１

課、１室、５部、１センター、１連絡所構成。

東部連絡所を廃止。

新事業創造支援センターを付属施設として隣接地に設置。

食品共同研究センターを廃止し、機能を農林総合技術センターへ移管。

地方独立行政法人へ移行。

管理部、企画連絡室、機械金属部（機械科、金属科）、電子応用室、

応用化学部（化学科､ 窯業科）、食品工業部（発酵食品科、食品加工

科）、デザイン部、染織分室の５部、６科、２室、１分室構成。

染織分室を廃止し、山口県工業技術センターを改組し、山口県産業技術

センターを宇部市あすとぴあ４丁目に設置。

総務課、企画情報室、生産システム部、材料技術部、食品技術部、デザ

経営管理部（総務・人事グループ、経営企画グループ）、企業支援部

（産学連携室、技術相談室、加工技術グループ、設計制御グループ、電子

応用グループ、材料技術グループ、環境技術グループ、デザイングループ、

食品技術グループ、クラスターセンター）構成。

光・ナノ粒子応用チームを設置　(９グループ、１チーム、２室、１センター構成）

周南地域地場産業振興センターにサテライト窓口を設置。

- 1 -



　　　　　　　　　　　　　　２　組織及び業務分担（平成２４年３月３１日現在）

◆経理、人事、機器・施設管理

◆運営計画、予算、企画調整、情報
　発信

◆産学公連携・コーディネート、新
　事業創造支援センター

◆総合相談窓口（開放機器・依頼試
  験・技術研修）

監
　
事

経
営
管
理
部

　総務・人事グループ

　経営企画グループ

　産学公連携室

 光・ﾅﾉ粒子応用チーム

◆機械加工・設計生産支援に関する
  技術支援・研究開発・試験・検査

◆電子機器の環境影響(EMCなど）、
　画像処理などに関する技術支援・
　研究開発

◆光応用技術、ﾅﾉ粒子応用部材に関
　する技術支援・研究開発

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー

企
業
支
援
部

◆食品に関する技術支援・研究開発
  ・試験・検査

◆やまぐちグリーン部材クラスター
  の推進

◆電子計測、自動制御、電子回路、
  構造解析、熱流体に関する技術支
  援・研究開発

◆工業用素材・製品及び原材料に関
  する技術支援・研究開発・試験・
  検査

◆環境、エネルギー、資源に関する
  技術支援・研究開発

　食品技術グループ

　デザイングループ

　材料技術グループ

　　　　　　　非常勤職員　　２０名

理
　
事
　
長

◆役員及び職員の数

　　　ア　役員

　　　　　理事長　　　   　 　１名
　　　　　監事　　　　   　 　１名

　　　イ　職員

　　　　　　　研究員　　　　４１名
　　　　　　　事務職　　　　　７名

　クラスターセンター

　設計制御グループ

　電子応用グループ

　環境技術グループ

◆デザインに関する技術支援・研究
　・開発

　技術相談室

　加工技術グループ
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３ 予算及び財務 
（１）予算                                                                                        

   
（百万円） 

区 分 計 画 実 績 増 減 

収入       
 運営費交付金等 608 608 ±0 

 自己収入 474 521 48 

  使用料・手数料 (28) (28) (±0) 

  特許実施料 (3) (7) (4) 

  研究費等 (390) (415) (24) 

  補助金等収入 (50) (72) (22) 

  その他収入 (2) (1) (▲1) 

  前年度からの繰越金 7 10 3 

       計 1,088 1,139 51 

                         
   

支出       
 業務費 381 473 91 

 人件費 440 428 ▲12 

 一般管理費 120 108 ▲12 

 施設費 147 102 ▲45 

       計 1,088 1,111 ▲22 

（注）四捨五入の関係で端数が合わないことがあります。 

 
 

（２）収支計画 

   
(百万円） 

区 分 計 画 実 績 増 減 

費用の部 1,090 1,097 7 

 経営経費 1,031 1,065 34 

  業務費 (464) (522) (58) 

  人件費 (440) (428) (▲12) 

  管理運営費 (126) (115) (▲11) 

  財務費用 (1) (0) (▲1) 

  雑損 (0) (0) (±0) 

 臨時損失 59 32 ▲27 

収入の部 1,090 1,121 31 

 経営収益 1,031 1,089 58 

  運営費交付金収益 (565) (569) (4) 

  使用料・手数料収益 (28) (28) (±0) 

  特許実施料 (3) (7) (4) 

  研究事業等収益 (343) (402) (59) 

  補助金等収益 (0) (0) (±0) 

  施設費収益 (0) (0) (±0) 

  その他収益 (2) (1) (▲1) 

  資産見返運営費交付金等戻入 (91) (83) (▲8) 

 臨時利益 59 32 ▲27 

        
       純益 0 24 24 

（注）四捨五入の関係で端数が合わないことがあります。 
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（３）資金計画 

  
  

（百万円） 

区 分 計 画 実 績 増 減 

資金支出 1,088 1,111 23 

 業務活動による支出 940 980 40 

 投資活動による支出 147 102 ▲45 

 財務活動による支出 1 0 ▲1 

 次期への繰越金 0 29 29 

       

資金収入 1,088 1,139 51 

 業務活動による収入 1,005 1,046 41 

  運営費交付金による収入 (582) (582) (±0) 

  使用料・手数料収益 (28) (28) (±0) 

  特許実施料 (3) (7) (4) 

  研究費等による収入 (390) (415) (25) 

  補助金等による収入 (0) (14) (14) 

  その他の収入 (2) (1) (▲1) 

 投資活動による収入 76 83 7 

 財務活動による収入 0 0 ±0 

 前期からの繰越金 7 10 3 

（注）四捨五入の関係で端数が合わないことがあります。 

 
 
 

（４）資産、負債 

                                              （千円） 
年 度   

平成２３年度 
 区 分 

資産    Ａ       6,449,463 

  固定資産     6,284,792 

  流動資産     164,672 

負債    Ｂ       332,517 

  固定資産     258,663 

  流動資産     73,853 

資本    Ｃ 
  

  6,116,947 

  資本金     6,375,046 

  資本譲与金     ▲349,236 

    うち損益外減価償却費累計（－） ▲386,273 

  利益余剰金     91,137 

    目的積立金 － 

    積立金 66,748 

    当期未処分利益 24,389 

  その他有価証券評価差額金   － 

負債資本合計 Ｄ＝Ｂ＋Ｃ   6,449,463 

注１：金額は千円未満四捨五入、マイナスは▲で表示しています。 
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（５）損益計算書 

                                               （千円） 
年 度   

平成２３年度 
 区 分 

経常経費 Ａ       1,064,603 

  業務費       1,064,603 

    業務費 521,705 

    役員人件費 5,728 

    職員人件費 422,281 

    管理運営費 114,888 

    財務費用 － 

    雑損 － 

経常経費 Ｂ       1,088,980 

  運営費交付金収益     568,909 

  使用料・手数料収益     27,654 

  特許実施料     6,667 

  研究事業等収益     72,738 

  補助金等収益     329,650 

  施設費収益     - 

  その他収益     714 

  資産見返運営費交付金等戻入   82,647 

経常利益 Ｃ＝Ｂ－Ａ   24,377 

臨時損失 Ｄ   31,863 

臨時利益 Ｅ   31,875 

当期純利益 Ｆ＝Ｃ＋Ｄ＋Ｅ   24,389 

目的別積立金取崩額 Ｇ   － 

当期総利益 Ｈ＝Ｆ＋Ｇ   24,389 

注１：金額は千円未満四捨五入、マイナスは▲で表示しています。なお、四捨五入の関係で

端数が合わないことがあります。  

 

 
 

（６）キャッシュ・フロー計算書 

                                              （千円） 
年 度   

平成２３年度 
 区 分 

業務活動によるキャッシュ・フロー Ａ ▲62,148 

投資活動によるキャッシュ・フロー Ｂ ▲27,354 

財務活動によるキャッシュ・フロー Ｃ － 

資金に係る換算差額 Ｄ － 

資金増加額   Ｅ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ ▲89,501 

資金期首残高 Ｆ － 

資金期末残高 Ｇ 83,791 

注１：金額は千円未満四捨五入、マイナスは▲で表示しています。なお、四捨五入の関

係で端数が合わないことがあります。 
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（７）行政サービス実施コスト計算書 

                                              （千円） 
年 度   

平成２３年度 
 区 分 

業務活動によるキャッシュ・フロー Ａ 982,818 

  損益計算書上の費用 1,096,465 

  （控除）自己収入等 ▲113,647 

損益外減価償却相当額 Ｂ 129,689 

損益外減損損失相当額 Ｃ - 

引当外賞与増加見積額 Ｄ ▲99 

引当外退職給付増加見積額 Ｅ 4,281 

機会費用 Ｆ 119,255 

（控除）設立団体納額 Ｇ － 

行政サービス実施コスト ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ＋Ｅ＋Ｆ－Ｇ 1,235,944 

注１：金額は千円未満四捨五入、マイナスは▲で表示しています。  
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一 階
中 二 階
二 階
三 階
地下一階

計

　　　（鉄筋コンクリート造陸屋根平屋建）

１６，８３４．４５㎡

１，７９２．０３㎡

　　　実験室・倉庫 １５７．５６㎡
　　　（鉄筋コンクリート造陸屋根地下一階建）

　　　車庫・倉庫 ７３．２２㎡

新事業創造支援センター

　　　事務所・実験室・倉庫
　　　（鉄筋コンクリート造陸屋根平屋建）

８９１．００㎡

７，２６０．９２㎡
３９７．６２㎡

４，６６９．２７㎡
１，５９２．８３㎡

　　　建物延面積

山口県産業技術センター

　　　事務室・実験室 １５，７１２．６７㎡
　　　（鉄筋コンクリート造陸屋根、ステンレス鋼鈑葺地下一階付四階建）

４　施設及び設備

（１）敷地・建物

　　　敷地面積 ５４，０７９．２９㎡
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（２）平成２３年度購入試験研究用機器
　

機　　器　　名 金額（円） 購入年月日 担 当 部

エネルギー分散型蛍光Ｘ線分析装置 23,866,500 H24. 2.17 環 境 Ｇ

ノイズ耐性試験装置
(経済産業省：地域企業立地共用施設整備補助金）

23,940,000 H24. 3.30 電 子 Ｇ

ＩＣＰ発光分析装置 16,747,500 H24. 2.24 食 品 Ｇ

熱分析装置 10,815,000 H24. 2.8 環 境 Ｇ

ＦＴ－ＩＲマイクロＡＴＲシステム 9,901,500 H24. 3.15 環 境 Ｇ

デジタルマイクロスコープ 6,615,000 H24. 1. 17 相 談 室

遠心脱水機 472,500 H23. 6.30 材 料 Ｇ

インキュベータ 330,750 H24. 2.29 光ナノＴ

サーベイメータ 283,500 H23.12.6 相 談 室

フラットセル 241,500 H24. 2.28 材 料 Ｇ

デシケーター 230,076 H23. 5.27 光ナノＴ

ピラニア型サンプルホルダ 126,000 H23.8.30 光ナノＴ

カラーレーザープリンター 121,590 H23. 9.20 企 画 Ｇ

エネルギー分散型蛍光X線分析装置用標準試料 915,600 H24. 3.30 環 境 Ｇ

校正用標準球（高精度三次元測定機用） 207,900 H24. 1. 5 加 工 Ｇ

携帯型木材診断計 137,550 H24. 3.12 デザイン

             のマークのついた機器は（財）JKAの競輪による補助を受けて導入した機器です。
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地方独立行政法人山口県産業技術センターの 
平成23年度における業務の実績に関する評価の結果 

    
１ 評価実施の根拠法 

地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）第28条 
 

２ 評価の対象 
平成23年度における法人の中期計画（平成21年７月知事認可。計画期間：平成21年度～平

成25年度）の進捗状況 
 
３ 評価の目的 

法人の業務運営の自主的、継続的な見直し、改善を促し、もって、法人の業務の質の向上、

業務運営の効率化、透明性の確保に資する。 
 
４ 評価者 

地方独立行政法人山口県産業技術センター評価委員会（委員構成は次表のとおり。）  
 氏  名 役 職 名 等 

  三 浦 房 紀  山口大学大学院理工学研究科教授【委員長】 

  磯 部 昌 毅  磯部鉄工（株）代表取締役専務 

  魚 谷 礼 子  （株）魚谷工作所代表取締役 

  正 木 圭 子  正木税理士事務所代表 

  三 島 正 英  山口県立大学教授 
 

                                                         (委員長以外は50音順) 
５ 評価を実施した時期 

平成24年6月29日から平成24年7月26日まで 
 

６ 評価方法の概要 
(1) 評価の実施に関する定め 

地方独立行政法人山口県産業技術センターの業務の実績に関する評価の実施要領(平成21

年12月地方独立行政法人山口県産業技術センター評価委員会決定） 
(2) 評価の手法 

法人の自己評価の結果を活用する間接評価方式 
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(3) 法人の自己評価の方法（評価項目・評価基準及びその判断の目安の概要） 
【細項目及び小項目別評価】 【中項目及び大項目別評価】   【全体評価(総合的な評定)】  
  ① 年度計画の細項目(68)ごと 

   の達成状況を５段階評価 
 ② ①の評点の単純平均値に諸 
  事情を考慮して、小項目(16) 
   ごとの達成状況を５段階評価 

 
③ ②の評点を加重平均し、中期計画 

   の中項目(11)ごとの進捗状況を５段 
   階評価 
④ ③で算出した値を加重平均し、中 

   期計画の大項目(4)ごとの進捗状況を 
   ５段階評価 

 

⑤ ④で算出した値を加重平均し、中 
   期計画全体の進捗状況を５段階評価 

 

    

 評点 評語 判断の目安 符号 評語 判断の目安 符号 評語 判断の目安 

5 
年度計画を 
十二分に 
達成 

達成度 
120％以上 ｓ 

中期計画の進捗は 
優れて順調 

②又は③の 
加重平均値 

4.3以上 
Ｓ 

中期計画の進捗は 
優れて順調 

④の加重平 
均値 

4.3以上 

4 
年度計画を 
十分達成 

100％以上 
120％未満 

 
ａ 

中期計画の進捗は 
順調 

3.5以上 
4.2以下 Ａ 

中期計画の進捗は 
順調 

3.5以上 
4.2以下 

3 
【標準】 

年度計画を 
概ね達成 

 
90％以上 
100％未満 

 
ｂ 

【標準】 
中期計画の進捗は 
概ね順調 

 
2.7以上 
3.4以下 

 
Ｂ 

【標準】 
中期計画の進捗は 
概ね順調 

 
2.7以上 
3.4以下 

2 
年度計画は 
やや未達成 

70%以上 
90％未満 

 
ｃ 

中期計画の進捗は 
やや遅れている 

1.9以上 
2.6以下 Ｃ 

中期計画の進捗は 
やや遅れている 

1.9以上 
2.6以下 

1 
年度計画は 
未達成 

70％未満  
ｄ 

中期計画の進捗は 
遅れている 

1.8以下  
Ｄ 

中期計画の進捗は 
遅れている 

1.8以下 

 
注：評点の付け方について 

ほぼ計画どおり達成した場合を「標準」とし３点を付す。４点以上は、達成度が計画以

上である場合に付すことが基本である。例えば、制度、仕組みを整備する計画の場合、計

画に沿って当該制度等を整備した場合は３点を付し、整備された制度等が既に機能を発揮

していると認められる場合に４点以上を付すこととなる。 
 
(4) 評価実施の経過 

      ６月29日   法人から業務実績報告書の提出 
   ７月20日   第９回評価委員会開催（自己評価に係る法人へのヒアリング） 
   ７月25日まで 各委員意見の集約・評価書素案の取りまとめ 
   ７月26日    第10回評価委員会開催（評価書原案審議） 
   ７月31日    評価書原案決定・評価書原案の法人提示 

８月１日   評価書原案に対する法人意見の提出 
８月７日   評価書の確定           
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７ 評価の結果  
(1) 総合的な評定 

中期計画の進捗は順調 (Ａ評価） 
【理 由】 

法人の自己評価による総合的な評定は、「中期計画の進捗は順調」となっている。評価

委員会において法人から提出された書類、法人からのヒアリング等に基づきその妥当性を

検証したところ、自己評価は定められた方法に従って行われており、すべての評価項目に

おいて自己評価と異なる評定をすべき事項もなかったことから、評価委員会の総合的な評

定は、法人の自己評価どおりとすることが妥当であると判断した。 
  

（評定概要）                                          ※法人の自己評価どおりである。 

大項目区分 

中期計画 
細項目数 
(H21～25) 

平成23年度実績の評価（評定） 

年度計画 
細項目数 

評点別細項目数 
大項目

ウエイト 

評 点 
加 重 
平均値 

大項目区分 
ごとの評定 5点 4点 3点 2点 1点 

県民サービス 39 39 7 15 17   0.70 3.7 a(順    調) 

業務運営 18 18  4 14   0.15 3.2 b(概ね順調) 

財務内容 7 7 1  6   0.10 3.3 b(概ね順調) 

その他 4 4   4   0.05 3.0 b(概ね順調) 

全 体 68 68 8 19 41    3.6 A(順  調) 

※H21・H22年度計画（継続実施分）を含む 
 
(2) 概 況 
ア 全体的な状況 

山口県産業技術センターは、明治35年に開設された山口県染織講習所に始まり、大正７

年の山口県工業試験場の設置、戦後の山口県醸造試験場・窯業試験場の設置、昭和42年の

山口県商工指導センターへの統合、昭和63年の山口県工業技術センターへの改組再編、平

成11年の現在地への移転及び山口県産業技術センターへの改称、平成21年の地方独立行政

法人化を経て、現在に至っている。 
法人化後のセンターにおいては、産業技術に関する試験研究、その成果の普及、産業技

術に関する支援等を総合的に行うことにより、産業の振興を図り、県内経済の発展と県民

生活の向上に寄与する「中核的技術支援拠点」として更なる機能強化を目指し、中期目標、

中期計画、年度計画に基づいて、県民サービスの質の向上や業務運営の改善等に取り組ん

でいる。 

法人化後3年目となる平成23年度の業務の実績についてみると、県民サービスについては、
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山口大学との包括的連携・協力協定の締結や周南地域地場産業振興センターとの包括的連

携協定、同センター内にサテライト窓口を設置するなど、関係機関と連携・協働した企業

支援の強化等に積極的に取り組んでいる。 
また、県商工労働部と協力し「新エネルギー利活用プロジェクト」を開始し、センター

敷地内に太陽光発電と水素燃料電池で構成される実証実験システムを設置するなど、社会

情勢や企業ニーズの変化に対応した取組を積極的に実施していることから、中期計画の進

捗は順調である。 
業務運営については、機動的な運営体制の構築や、適正で透明性の高い運営が行われて

おり、また、これまで進捗がやや遅れていたコーディネータに係る業績評価制度の構築に

ついて、試行と結果検証が実施されていることから、中期計画の進捗は概ね順調である。 
財務内容については、自己収入の増加を目指した外部資金の獲得が図られるとともに、

受益者負担の適正化や経費の更なる削減に努めており、中期計画の進捗は概ね順調である。 

以上のことから、法人の中期計画は全体として順調に進捗しているものと評価できる。 
 

イ 大項目ごとの状況 
  全体的な状況に掲げた事項に関連し、特記すべき長所や問題点を以下に列挙する。 
                                （白抜数字は評点） 
 
(ｱ) 県民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

大項目別評価：（ａ） 
 

県内の企業が直面する課題への技術支援の強化  中項目別評価：ａ 
 
①  国の中小企業支援ネットワーク強化事業ややまぐち事業化支援・連携コーディネ

ート会議などと連携して技術相談に対応できる体制を整備するとともに、技術相談

窓口の設置と運営や技術相談データベースの情報共有化など、技術相談体制を充実

させた結果、技術相談の利用件数が目標件数の3,200件を上回る3,690件に達してお

り、年度計画を十分に達成している。４ 
②  周南地域地場産業振興センターと包括的連携協定を締結するとともに、同センタ

ー内にサテライト窓口を設置することで、県東部地域企業の利便性の向上に努めた。

４ 
③  新たに巡回企業訪問を実施するとともに、他機関と連携した共同企業訪問を実施

することにより、訪問企業数が目標数の220社を上回る244社となり、企業ニーズの

発掘に努めていることがうかがえる。４ 
④  開放機器については、企業アンケートによりニーズに応じた試験研究機器の整備
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に努めるとともに、開放機器一覧の作成などにより、利用件数が目標件数の2,300

件を上回る2,791件に達しており、年度計画を十二分に達成している。５ 
⑤  依頼試験については、オーダーメイド試験を継続実施するとともに、周南地域地

場産業センターにサテライト窓口を設置し依頼試験の受付を開始することにより、

利用件数が673件に達するなど、試験ニーズに柔軟に対応し､利用促進に努めている。

４ 
⑥  技術支援・研究開発の成果が事業化・商品化に至った件数は、目標件数の６件を

大幅に上回る１４件に達しており、そのうち技術支援によるものが１１件であり、

年度計画を十二分に達成している。５ 
⑦  情報発信については、ガイドラインに沿った情報発信により、県立図書館への「も

のづくり基本図書コーナー」の設置や周南市立中央図書館への広告物の設置、JR徳

山駅新幹線ロビーへの技術支援成果品の設置など、積極的に行っている。４ 
⑧  県内企業の技術力の向上を支援するため、技術者養成研修や学生研修（研究）、

インターンシップ（就業体験）の受け入れを行い、また、本年度は、山口県が実施

する海外技術者研修員受入事業により、海外研修生を受け入れるなど、技術者の養

成に努めている。４ 
 
県内の企業の持続的な発展に寄与する研究開発の推進  中項目別評価：ａ 

 
①  特定研究６テーマについて重点的な予算配分と研究進捗管理を行ったところ、製

品化１件、プラント新築による工場立地１件、実用化に則した特許出願４件など、

重点的な研究開発による成果が得られている。４ 
②  県商工労働部と協力し「新エネルギー利活用プロジェクト」を開始し、センター

敷地内に、太陽光発電と水素燃料電池で構成される実証実験システムを設置するな

ど、社会情勢や企業ニーズの変化に対応した取組を行っている。４ 
③  研究開発など企業ニーズの変化に対し、一定の予算を「理事長枠・企業支援部長

枠」として確保し、年度途中から新規調査研究を開始するなど、柔軟かつ機動的に

対応できる仕組みを構築、実施している。４ 
④  提案公募型事業については、これまで応募実績のない制度への応募を試みるとと

もに、提案公募型事業や企業からの資金を得て行った共同研究の件数は目標件数の

７件を上回る９件に達するなど、年度計画を十二分に達成している。５ 
⑤  特許等の出願件数は、目標件数の９件を大幅に上回る１５件を達成しており、年

度計画を十二分に達成している。５ 
⑥  特許等の新規実施許諾件数は、目標件数の２件を上回る３件を達成しており、年

度計画を十二分に達成している。また、センターが保有する特許の実施許諾率は、
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他の教育機関・公設試験研究機関の平均実施許諾率を上回る55.6%となっており、

技術移転率が高いことがうかがえる。５ 
⑦  研究開発業務の評価とその適切な反映については、センターの役職員で構成する

内部委員会と外部の有識者で構成する外部委員会を設け、テーマや内容の有意性、

手法の妥当性、進捗状況、成果等を評価し、その結果を研究実施計画等に反映させ

ており、年度計画を概ね達成している。３ 
 
県内の企業の新たな事業展開に向けた産学公連携の取組  中項目別評価：a 

 
①  文部科学省の地域イノベーション戦略支援プログラム事業や経済産業省の戦略

的基盤技術高度化支援事業などにより、産学公連携による研究開発を促進するとと

もに、その総合調整を行っており、やまぐち型産業クラスターの形成に向けた具体

的な取組が行われている。４ 
②  地域産業の振興及び地域社会の発展に寄与することを目的として、山口大学と包

括的連携・協力協定を締結するとともに、科学技術振興機構の地域産学官共同研究

拠点整備事業を活用した「やまぐちイノベーション創出推進拠点」を整備するなど、

山口大学や関係機関と連携・協働した企業支援の取組を行っている。４ 
③  新エネルギー利活用プロジェクトや、やまぐちブランド技術研究会、山口県食品

産業協議会の活動等を通じて、産学公連携や産産連携の取組を支援している。４ 
 
(ｲ) 業務運営の改善及び効率化に関する事項  大項目別評価：（ｂ） 

 
運営体制の改善  中項目別評価：ｂ 

 
①  受託研究・共同研究開発申請のあったすべての申請について、受託研究について

は２週間以内、共同研究については４週間以内に処理するなど、迅速な意志決定と

それに基づく機動的な運営体制の構築に努めている。４ 
②  企業ニーズを的確に把握するため、昨年度と同様に機器整備、研究、技術相談の

アンケート調査を実施し、その集計・分析結果を迅速に反映するなど、戦略的な経

営資源の配分に努めている。３ 
③  前年度策定した研究データ等のセキュリティ管理に関する実施手順書の周知徹

底を図るとともに、情報漏洩防止に努めている。また、研究経費の適正管理や綱紀

粛正について会議を実施するなど、職員のコンプライアンス意識の徹底を図ってい

る。３ 
④  センターの業務内容や運営状況について、ホームページにより閲覧可能とし、情

報発信に努めるとともに、技術支援･研究開発の成果についてもトップページにわ
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かりやすく表示されており、積極的な情報公開に努めている。３ 
 
人材育成、人事管理  中項目別評価：ｂ 

 
①  技術の進歩や企業ニーズの多様化等に的確に対応できるよう、外部機関（大学、

研究機関）を活用して職員の能力開発を図っており、本年度は、産業技術総合研究

所中部センターに技術職員を派遣し、職員の能力を高める取組を実施した。４ 
②  コーディネータに係る業績評価制度の構築について、昨年度作成した評価に関す

る要綱に従って、コーディネータの評価の試行を実施した。３ 
 
業務運営の合理化、効率化  中項目別評価：ｂ 

 
①  利用要望のある研究機器を新たに５機種開放機器として登録するとともに、開放

機器リストを随時更新することにより、新規登録・購入した機器を出来るだけ早く

企業に開放するなど、企業ニーズ等に的確に対応した業務改善が進められているこ

とがうかがえる。３ 
②  東日本大震災の影響による放射線測定のニーズに対応するため、本年度新たに、

放射線測定が可能な民間検査機関と調査や測定、情報提供など連携体制の構築に努

めた。４ 
 

 (ｳ) 財務内容の改善に関する事項  大項目別評価：（ｂ） 
 

外部資金、その他の自己収入の確保  中項目別評価：ｂ 
  

①  提案公募型事業の情報収集・情報共有や、これまで応募した実績のない提案公募

型事業への新たな応募等を行った結果、外部資金の獲得金額が昨年度を上回る結果

となり、年度計画を概ね達成している。３  
②  開放機器、依頼試験の料金については、新規導入機器について原価計算を行い適

正な水準での使用料金設定とするとともに、受託研究の技術料金については、県内

中小企業の支援を強化するため県内中小企業の料金設定を１／４とするなど、負担

の軽減に努めるとともに、適切な収入の確保に努めている。３ 
 
財政運営の効率化  中項目別評価：ｂ 

 
契約期間の複数年化や研究職役席者による物品購入等チェックの導入により、更なる

経費削減に取り組んでおり、財政運営の効率化を図っている。３ 
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 (ｴ) その他業務運営に関する重要事項  大項目別評価：（ｂ） 
    

施設・設備については、整備・改修計画に従い、計画的な整備や適切な維持管理に努

めている。なお、施設利用・見学受入人数が目標人数を下回ったことから、更なる利用

率の向上のため、有効かつ効率的な活用策等の検討を期待する。３ 
 
(3) 従前の評価結果等の法人の業務運営への活用状況 

平成22年度に係る業務の実績に関する評価において、評価委員会が中期計画の遅れを指摘

した2項目すべてにおいて改善措置が講じられており、評価結果が業務運営に反映されている。 
 
(4) 法人による自己評価結果と異なる評価を行った事項 

      なし 
 
８ 法人に対する勧告 
    なし 
 
９ 法人からの意見の申し出とその対応 
    ７月31日に評価書原案を法人に提示し意見照会を行った結果、８月１日に「意見はない」旨 

の回答があったことから、評価書原案を評価書として確定した。 
 
10  項目別評価結果総括表 

（別表のとおり） 
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7

3
9

3
.
7

1
4

1
4

2
8

4
1
4

3
.
9

(
1
)
 
技

術
相

談
の

充
実

5
5

4
1

5
3
.
8

4
0
.
4
0

(
2
)
 
迅

速
な

課
題

解
決

に
向

け
た

支
援

6
6

2
3

1
6

4
.
2

4
0
.
3
0

(
3
)
 
技

術
者

養
成

の
効

果
的

な
実

施
1

1
1

1
4
.
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2
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　 　（事）　
     　 　（技）　
                                                                 　                               
     （事）
     　 　（事）　
     　 　（事）　
     　 　 　 　
     （技）
     　 　（事）　
     　 　（技）　

     　 　 　 　

（技）
     （技）
     （技）
     　
     （技）
     （事）
     　
     （技）
     （技）
     （技）
     　
     （技）
     （技）
     （技）
     （技）
     （技）
     　
     　 　（技）　
     （技）
     （技）
     （技）
     　
     （技）
     　 　（技）　
     　
     （技）
     （技）
     （技）
     　

主事
　
リーダー

吉  原  秀  雄
石  田  浩  一
　
藤　井　一　士
國  芳  康  宏
山　田　恭　子
　
中  西  政  美　

部長
副部長
　
リーダー
主任 

６　職員名簿
 （平成24年3月31日現在）

理事長 山  田  隆  裕

　

専門研究員

部長
副部長
主査(新産業振興課派遣） 
　
室長

主査
専門研究員

　

井  手  幸  夫　
山  田  誠  治
　

木  村  悦  博

山　本　高　広
前    　英  雄

　

経 営 管 理 部

総務・人事グループ

川  村  宗  弘
松  本  伸  治

磯  部  佳  成
池  田  悟  至

友  永  文  昭

　
藤  本  正  克
阿  野  裕  司　

　
有  村  一  雄
前  田  秀  治

　
稲  田  和  典　

　

村  川　    収

主査
　

田  村  智  弘　

室長
サブリーダー

村  中  武  彦　
福  田  　  匠
　

　
松  本  佳  昭
吉  木  大  司
森    　信  彰

専門研究員
　

リーダー
研究員
　
リーダー
専門研究員

永  田  正  道
椙  本  英  嗣

専門研究員
専門研究員
研究員

　

加工技術グループ

技師

材料技術グループ

経営企画グループ

産学公連携室

企 業 支 援 部

技術相談室

　
リーダー

設計制御グループ リーダー
専門研究員

電子応用グループ

専門研究員
専門研究員
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     （技）
     （技）
     （技）
     （技）
     　
     （技）

（技）
（技）
（技）

　
（技）
（技）
（技）
（技）
（技）
（技）

（技）
（技）
（技）
（技） 下　濃　義　史

　

　
　

　

 
クラスターセンター  

（技）
（事）
（事）
（事）
（事）
（事）
（事）
（事）
（事）
（事）

経理担当

科学技術コーディネーター
知財コーディネーター
広報担当

片  桐  光太郎

竹  内  郁  恵
豊  守  亜  希
三  宅  雄  二
徳　勢　允　宏

科学技術コーディネーター 宮  城  盛  二

プロジェクトマネージャー 

　

(兼）センター長

技術管理マネージャー

研究員

光・ナノ応用チーム （兼）リーダー

専門研究員
研究員

　

種  場  理  絵

　
有  富  和  生

大  井　    修

　

半  明  桂  子
専門研究員
専門研究員 有  馬  秀  幸

　

三  國　    彰

松  田  晋  幸　
藤  井  謙  治

田  中  淳  也

野  村  祥  子研究員

デザイングループ

　

水  沼 　   信

食品技術グループ

リーダー

　
リーダー

専門研究員

環境技術グループ 
山  田  和  男専門研究員

専門研究員
研究員

リーダー
専門研究員

小  川  友  樹
細  谷  夏  樹

　

事業化コーディネーター 池  辺  謙  三
事業化コーディネーター

事業化担当 長　田　慶　子

木　村　悦　博
専門研究員 吉　村　和　正
専門研究員 岩　田　在　博
技師

吉  村  弘  之

倉  重  光  宏

　

倉  重  光  宏

北　    淳一郎
主査
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Ⅱ 業 務 概 要 

  



 
 
 
 
 
 
 
 
 



事  業  名 研　　究　　テ　　ー　　マ 担 当

微小径工具による切削加工技術に関する研究 加 工 Ｇ

切削加工における水溶性潤滑に関する研究 加 工 Ｇ

やまぐち県産マイクロ風力発電機の開発 設 計 Ｇ

家庭用健康解析装置の開発 設 計 Ｇ

小規模センサーネットワーク用プラットフォームの研究
開発

設 計 Ｇ

簡易電波暗室の1GHz超への対応方法の検討 電 子 Ｇ

微小な傷検出を行う画像処理技術に関する研究 電 子 Ｇ

銀めっき技術の開発 材 料 Ｇ

熱蒸散セラミックスによるヒートアイランド対策技術 環 境 Ｇ

超臨界流体を用いたセルロース解重合技術の開発 環 境 Ｇ

炭化物及び木酢油を用いた木質バイオマスからのリグニ
ン分離技術の開発

環 境 Ｇ

間取り使い勝手評価方法の検討 デザインＧ

県内企業を対象としたユーザビリティ設計技術に関する
研究

デザインＧ

高精度樹脂モデリングによるデザイン開発支援技術の研
究

デザインＧ

伝統・地場産業を対象にした商品企画手法の研究 デザインＧ

「やまぐち山廃酵母」の開発 食 品 Ｇ

乾湿球温度制御乾燥技術を用いた食品の開発 食 品 Ｇ

有用成分に着目した食品の高付加価値化に関する研究 食 品 Ｇ

鰹節残渣の効率的な液化に関する研究 食 品 Ｇ

基盤技術研究開発事業
（基盤研究）

１　技術開発及び研究開発の推進  

　中小企業の技術シーズ・ニーズ等に応じた課題について、基礎的研究・応用化研究・開発研究を
行った。
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事  業  名 研　　究　　テ　　ー　　マ 担 当

連通気孔型多孔質メタルボンド砥石の開発 加 工 Ｇ

PPマトリックス複合材料の化学分離によるリサイクル技
術の開発

材 料 Ｇ

ドライコーティングによる高耐食性皮膜の開発 材 料 Ｇ

環境浄化型の無機系固化材料の開発 環 境 Ｇ

有用乳酸菌の分離と新規食品の開発 食 品 Ｇ

LED等光技術を応用した第一次産業支援技術の開発 光・ナノＴ

サイレントホイッスルを用いた呼吸検知機構に関する基
礎的検討

設 計 Ｇ

小径木利用セルフビルド小規模建築の研究開発のための
予備測定

デザインＧ

産業ロボットの固体レーザー溶接作業の高精度化による
ティーチングレス・システムの開発

加 工 Ｇ

3次元視覚認識技術による袋状積載物を対象としたマテリ
アル・ハンドリングシステムの開発

設 計 Ｇ

無線ネットワークと携帯情報端末を活用した地域情報を
有する被災情報提供システムの開発

設 計 Ｇ

無機複合技術による超軽量外断熱・潜熱冷却システムの
開発

環 境 Ｇ
デザインＧ

LED等光技術を応用した第一次産業支援技術の開発 光・ナノＴ

金属ナノ粒子分散導電性ペーストの開発とその導電ナノ
配線への応用技術の開発

光・ナノＴ

戦略的技術研究開発事業
（特定研究）

提案公募型研究

特別研究枠
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（１）基盤技術研究開発事業 

 将来の基盤となる技術の獲得のため、以下のテーマについて研究を行った。 

 

 

①研究テーマ：微小径工具による切削加工技術に関する研究 

担当研究者 加工Ｇ 池田悟至・村川収  

 

【研究概要】 

近年、新しい高付加価値の技術が急速に求められている中、本県においても、県内で生

産される材料（ステンレス・アルミ・樹脂）や一次加工品（繊維・中空糸・成形品）の高

付加価値化が求められており、その製造装置に関わる要素部品（化繊ノズル・金型等)の微

細化・高機能化に対応していくために必要となる加工技術が求められている。本研究では、

特にノズル等に関連する微細穴加工に関する研究を行った。 

 

【研究成果】 

(1)加工前にドリルの回転振れを計測し、工具チャッキング作業の適正及び回転れ 

の少ない回転数をあらかじめ確認してから加工を行うことで、φ0.05mmドリル 

によるSUS304の貫通穴加工(L/D=5)において50穴加工できることを確認した。 

(2)φ0.05mmの穴位置精度および穴径精度の測定評価を行った。 

 
 
②研究テーマ： 切削加工における水溶性潤滑に関する研究 

担当研究者 加工Ｇ 椙本英嗣・磯部佳成 

 

【研究概要】 

機械加工での環境技術への取り組みはコスト高になると敬遠されてきたが、現

在ではコストダウン手法として提案が可能となってきた。その取り組みとして機

械加工における加工クーラントの冷却、潤滑、切り屑の排出の機能の代替技術開

発があげられる。本研究では水溶性ミストの潤滑性について検討し、エンドミル

切削加工におけるアルミ合金の水溶性ミスト加工を実現することでクーラントに

かかるコストダウンを目指した。 

 

【研究成果】 

水溶性ミスト使用時の潤滑メカニズムについて調査し、潤滑性能を高めるため

の支配因子について実験した。実験の結果、市販のオイルミストとほぼ同等の切

削抵抗の低減を実現した。 
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 ③研究テーマ：やまぐち県産マイクロ風力発電機の開発 

担当研究者 設計Ｇ 田村智弘・松本佳昭 

 

【研究概要】 

身近な自然エネルギー利用において、低風速でさまざまに変化する風況下で安定かつ効

率よく風エネルギーを電気エネルギーに変換し、かつ低騒音な垂直軸型のマイクロ風車を

山口県の産業資源を活用して開発することが本開発の目的である。平成２３年度は、効率

的に電力を得ることを目的とした小型風力発電機用コントローラの開発を行った。 

 

【研究成果】 

(1)小型風力発電機コントローラの開発 

風力発電機の負荷トルクを調整して蓄電池に充電する電気回路と風車の最大

出力点に追従する制御を行う制御装置から構成されるコントローラを製作し

た。これを用い、フィールドでの発電実験を行い、風速が変化しても最大出力

が得られる回転数になるよう制御できることを確認した。 
(2)フィールド実験 

所内に設置した当所製作風車及び市販の小型風力発電機に生じた不具合から、

現状の風力発電システムの課題を抽出することができた。また、フィールドデ

ータをJIS規格に基づくデータ処理方法を確立することができた。 

 
 
④研究テーマ：家庭用健康解析装置の開発 

担当研究者 設計Ｇ 森信彰・松本佳昭 

 

【研究概要】 

提案してきた心拍と呼吸情報からストレス状態を評価する手法を元に、昨年度、在宅に

おいて利用可能な健康解析装置のプロトタイプを開発した。 

今年度は、開発したプロトタイプ装置の信頼性評価、ストレス種類の適用範囲、および

測定時間の短時間化について研究を行った。また、より安定に測定できるようにプロトタ

イプ装置の電極形状や測定プログラムの改良を行った。さらに、評価値の個人差を低減す

るために解析手法の改良を行った。 

 

【研究成果】 

(1)プロトタイプ装置の評価を行い、これまでの研究内容と同様の測定が行えるこ

とを確認した。 

(2)ストレス種類として新たに冷水負荷、日常生活を対象として測定を行い、これ

らに対しても本手法が有効であることを確認した。また、冷水負荷（身体への

強い物理的ストレス）では評価値が逆転するケースがあることが分かった。 

(3)測定時間について80[s]程度まで短縮可能であること、その場合、標準の150[s]

に比べてばらつきは大きくなることが分かった。 

(4)電極をリストバンド形状にすることで、身体拘束を緩めることができた。 

(5)解析手法にKL展開による画像認識技術を導入することにより、評価値の個人差

を低減できた。 
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⑤研究テーマ：小規模センサーネットワーク用プラットフォームの研究開発 

担当研究者 設計Ｇ 吉木大司・松本佳昭 

 

【研究概要】 

   無線センサーネットワーク（Wireless Sensor Network, WSN）技術は、産業・

医療・農業・環境・生活において幅広い応用が期待されている。県内中小企業で

も、WSN技術に係わる製品開発に関するニーズが急速に高まりつつあるが、組込

みシステム技術者の不足や開発工程の長期化、製品価格が高くなるなど、積極的

にWSN製品の開発に取り組める環境にない。そこで、本研究では、県内中小企業

においてWSNに関する製品開発を促進するため、センサーノード（無線通信機能

を実装したセンサー機器）と小規模WSN用プラットフォーム（システムの基盤と

なるハードウェアやミドルウェアの総称）の研究開発を行った。 

 

【研究成果】 

(1)Bluetoothを用いたセンサーノードを開発するにあたって、汎用センサーノー

ド 

として必要とされる機能をほぼ実装することができた。 

(2)ベースステーションのひな形となるアプリケーションを開発した。また、最終

形態である小規模センサーネットワーク用プラットフォームとするため、機能

モジュールの見直しを行った。 

(3)県内企業との共同研究において特許出願を行い、出願に際してWSN用プラット

フォームの方向性などを具体化した。 

 
 

⑥研究テーマ：簡易電波暗室の1GHz超への対応方法の検討 

担当研究者 電子Ｇ 藤本正克 

 

【研究概要】 

   近年では電子情報機器の高速処理化共に、無線 LAN 等の無線通信機器の普及も

急速に進んでいるため、電磁妨害波問題が従来よりも高い周波数で起こるように

なっている。国際規格である CISPR においては、測定周波数を 1GHz 超に拡張す

る規格に改訂している。しかしながら、当センターの簡易暗室で 1GHz 超の測定

に対応するためには，GHz帯域に吸収特性のある電波吸収体を全壁面に追加する

改修を行う必要がある。 

   そこで，容易かつ安価な簡易暗室の改修を目的として，安価な発泡ピラミッド

吸収体を用いて安易電波暗室の 1GHz 超への対応方法を検討する。また、標準発

振器を用いたサイト比較も実施することで暗室の性能についても検討する。 

 

【研究成果】 

発泡ピラミッド吸収体の最適配置を検討した結果、規格に準拠した電波暗室と

することができた。また、産総研の開発した標準発振器を用いたサイト比較法も

実施してより良い吸収体配置を検討することができた。 
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⑦研究テーマ：微小な傷検出を行う画像処理技術に関する研究 

担当研究者 電子Ｇ 阿野裕司 

 

【研究概要】 

製造現場において、カメラセンサなどを用いた検査の自動化は一般的に行われ

ているが、近年、より微小な領域の検査が必要となっており、自動化することは

容易ではない。県内企業においても、人の目による検査が行われている現状があ

る。 

画像上で微小な領域を検出するには画像の高解像度化が重要な技術であり、そ

の手法の一つに超解像技術が挙げられる。しかし、いくつかの課題があるため製

造現場の検査工程など産業分野での利用例は少ない。本研究では、微小な傷の検

出に対する超解像技術の適用可能性について調査・研究を行った。 

 

【研究成果】 

(1)反復再構成法を用いて、一次元方向のフレーム内超解像処理プログラムの構築

と二次元方向に拡張した超解像処理プログラムの構築および動作確認を行っ

た。 

(2)一般的な高解像度化処理（3次畳込み内挿法）を構築し、超解像処理との比較・

検証を、一般的なサンプル画像を用いて行った。 

(3)傷の検出プログラムを構築し、模擬傷画像に超解像処理を適用後、模擬傷の検

出を試行した。 

 

 

⑧研究テーマ： 銀めっき技術の開発 

担当研究者 材料Ｇ 村中武彦 

 

【研究概要】 

近年急速に普及している LED 用パッケージの高機能化のため、高反射率、高耐食

性、後工程に耐えうる高耐熱性の表面処理技術が必要となっている。そこで、本研究

の目的として、初期特性が波長 450nm の反射率が 92％以上であり、めっき後のプロセ

スや使用環境で反射率が低減しない銀めっきプロセスを確立する。 

   

【研究成果】 

(1)銀めっき機構の解明  

銀めっき機構の解析のため、電気化学的挙動および水晶振動子法による微少重量

変化を測定した。それにより高機能銀めっき皮膜の開発指針が得られた。また、オー

ジェ分析により銀めっき表面の反射率の劣化の原因は、ピンホールに起因する下地

銅の表面への拡散および大気中の硫黄による変色であることがわかった。その拡散

および硫化耐性の簡易評価法を習得した。熱による銅の拡散についてはめっき膜厚

8μm 以上にすることより大きく低減することがわかった。 

(2)高反射率を有するめっき膜の開発  

高反射率を得るために下地の化学研磨処理およびめっき添加剤を検討し、目標の高

反射率を有するめっきプロセスを確立した。また、透明かつ導電性を有している酸化

亜鉛膜を被覆することにより対硫化耐性が向上した。 
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⑨研究テーマ：熱蒸散セラミックスによるヒートアイランド対策技術 

担当研究者 環境Ｇ 細谷夏樹・三國彰 

 

【研究概要】  

近年、都市部ではヒートアイランド現象が問題となっている。これに対し、国

内では植物の蒸散機能を利用した屋上緑化などが行われているが、植物の手入れ

等に多大な時間と費用が掛かるため、近年では屋上緑化に代替する保水性建材や

高反射率塗料の開発などが進んでいる。本研究では、産技センターが保有する「調

湿機能材料の評価技術」、「多孔質材料の開発技術」、「光触媒機能の応用化技術」

などの研究実績を集約し、屋上外壁材として軽量性と耐久性を兼ね備えた機能複

合型の熱蒸散セラミックスの開発を目指した。 

 

【研究成果】 

本研究では達成目標として掲げた下記の3点を達成することができ、ヒートアイランド対

策に有効なセラミックス材料を開発することができた。 

 (1) 夏季日中のセラミックス表面温度が40℃以下となる。 

 (2) 蒸散機能の保持時間は１日以上となる。 （材料寸法：縦 300×横 300×厚さ 20 mm） 

 (3) 軽量化のため比重は2 g/cm3以下となる。（比重：0.9g/cm3、吸水率：約70％） 

 
 

⑩研究テーマ： 超臨界流体を用いたセルロース解重合技術の開発 

担当研究者 環境Ｇ 山田和男 

 

【研究概要】 

   近年、エネルギーの確保について脱石油の動きが広がってきており、植物由来

のエネルギー材料が注目を集めている。しかしこれまでのバイオ燃料は、原料を

食品用途と取り合う形であったため、非可食セルロースに由来するバイオ燃料生

産手段が強く望まれてきたが、実用化の妨げとなる課題も多く残されている。 

    そこで、我々は前年度より、木質系セルロース原料化技術の開発を目的とした

超臨界アルコールと触媒を用いたセルロースの解重合反応について検討を行っ

ており、本研究では前年度までに実施できなかった検討項目に加えてバイオ分野

での利用の可能性評価を行った。 

 

【研究成果】 

(1)新しい後処理法を確立した事で、可溶化液の分析がある程度可能となり、セル 

ロース解重合反応のプロセスを推測する事ができた。 

(2)天然由来木質バイオマスとして杉粉、松粉並びに竹粉について可溶化を検討し

たところ、本解重合技術がバイオマスへ適用可能である事が確認できた。 

(3)超臨界MeOH+AcONaで処理したセルロースならびに杉可溶化液等について、培養 

液中で基質が唯一の炭素源となるよう設定して微生物（セロビオース発酵酵母

等）の育成試験を実施したところ、培養基質として利用できる可能性が確認で

きた。 
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⑪研究テーマ：炭化物及び木酢油を用いた木質バイオマスからのリグニン分離技術

の開発 

担当研究者 環境Ｇ 小川友樹 

 

【研究概要】 

   化石燃料代替として木質バイオマスの研究開発が行われている中で、特にバイ

オエタノール製造が注目されているが、ほとんど実用化には至っていない。実用

化に至らない要因の１つとして、セルロースとリグニンの分離が挙げられる。 

   本研究では、環境に優しいセルロースとリグニンの分離技術の開発を目的とし、

天然物由来の材料を用いた分離技術の開発を行った。 

 

【研究成果】 

(1)固体酸触媒生成：炭化物のスルホン化 

炭化物のスルホン化は炭化温度が低いほど生じ易く、300℃の炭化物では酸性

基量5.2 mmol/gのスルホン化物が得られた。 

(2)固体酸触媒及び木酢油を用いたリグニン分離 

    触媒として硫酸を用いた場合、オガクズ1 gに対し硫酸量10 mmolで低リグニン

の残渣が得られることが分かった。また、触媒として炭化物のスルホン化物を

用いた場合、スルホン化物の酸性基量および 比表面積が影響していることが分

かった。  

(3)反応生成物分析 

    溶液の粘性は木酢油のフラン基が原因であることが示唆された。また溶液は熱

硬化 

性樹脂として利用できることが分かった。 
 

 

⑫研究テーマ：間取り使い勝手評価方法の検討 

担当研究者 デザインＧ 水沼信 

 

【研究概要】 

「ニューファミリー（夫婦と子供２人）」に代表される従来型の家族構成は減少

しつつあり、変わってそれ以外の多様な家族形態が現れている。しかし県内住宅

メーカー・工務店のほとんどでは、「ニューファミリー」の居住を前提にした間

取り（10年程度の家族構成の変化を想定）が設計されており、実状に即していな

い。本研究は多様な家族形態による居住を想定した「間取りの使い勝手」評価方

法を開発することとした。 

 

【研究成果】 

(1)間取りの評価に必要な基本的なキーワードの整理を終え、評価対象室を16室に

絞り込んだ。 

(2)県内モデル住宅17棟で、営業および設計担当者に対して間取りの特長をヒアリ

ングし整理した。その結果を評価項目に反映した。 

 

※提案公募研究補助金を申請していたが不採択になったため、継続不可能となり

研究を途中で中止した。 
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⑬研究テーマ： 県内企業を対象としたユーザビリティ設計技術に関する研究 

担当研究者 デザインＧ 藤井謙治 

 

【研究概要】 

   本研究は、県内企業で開発される様々な産業用機器の操作パネルを調査し、数

種類にパターン化した操作部を対象として、使いやすさに配慮するためのユーザ

ビリティ設計手法を検討する。加えて、結果を分かりやすくまとめたテキストを

作成し、県内中小企業に配布して技術移転することにより、使いやすい製品設計

を普及することを目的とする。 

 

【研究成果】 

(1)操作パネルの系統別（機械式スイッチ、メンブレンスイッチ、タッチパネル）

でのユーザビリティ設計方法を検討した。 

(2)操作部のユーザビリティ評価方法の検討と評価事例の作成。（本内容は平成

24-25年度特定研究「操作パネルのユーザビリティ評価技術に関する研究」で実

施する） 

(3)配布用テキストの原稿を作成した。（平成24-25年度特定研究で実施するユー

ザビリティ評価方法及び評価事例を加えて原稿を完成させる予定） 

 
 

⑭研究テーマ：高精度樹脂モデリングによるデザイン開発支援技術の研究 

担当研究者 デザインＧ 松田晋幸 

【研究概要】 

   近年、製品開発の現場において３Ｄ－ＣＡＤの導入が進み、迅速（Rapid）に試作    

（Prototyping）を行い、製品の外観や性能評価が迅速かつ効率的に行われるように

な  った。県内企業においても、ラピッドプロトタイピング（ＲＰ：迅速にモデルを

製作する装置）装置の利用は増加しており、製作した試作モデルを、実製品と同じ環

境で試験するなど、より実用的に利用するケースが増えている。このような状況で、

ＲＰ装置で製作する試作モデルにおいても、最終製品に近い高精度なモデルが求めら

れるようになっている。そこで、本研究ではＲＰ装置により作製した樹脂モデルの高

精度化を目的とした研究開発を実施した。 

 

【研究成果】 

ＲＰ装置により作製した樹脂モデルの切削後加工による高精度化に取り組んだ結

果、切削式３次元モデリング装置を利用した独自の治具製作およびポイントファイ

ンダーを利用したキャリブレーション作業の簡素化に至った。また、本研究で得た

成果は切削式３次元モデリング装置の作業手順書としてまとめた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

- 28 -



⑮研究テーマ：伝統・地場産業を対象にした商品企画手法の研究 

担当研究者 デザインＧ 野村祥子・水沼信 

 

【研究概要】 

県内には赤間硯・大内塗・萩焼といった伝統的工芸品や、大理石加工品・萩焼

以外の陶磁器などの地場産地が存在し、高い技術力を持ちながら多くの産地でも

のが売れないという問題に直面している。 
日用品としては価格が高く、嗜好品であるこれらの伝統・地場産品がより「売

れる商品」となるためには、生活者の愛着や固定的な購買層を獲得することが必

要である。そのためには機能やコストといった要素を超え、感性価値を意識して

商品をつくることが有用だと考えられる。本研究では感性価値を意識し “確実

に生活者がほしいと思う商品”を考えることから商品の背景の情報発信までを視

野に入れて、商品企画を行った。 
 

【研究成果】 

(1)生活者と事業者（山口県大理石・オニックス組合）と産業技術センターによる開

発プロジェクトチームを設置した。 

(2)大理石加工業界の内部環境と生活者が持つイメージの分析から、新商品の開発コ

ンセプトを設定した。そのコンセプトに基づき新商品の企画案を生活者が考え、

23案の企画案が提出された。 

(3)生活者が書いた商品企画書を元に、試作図面の作成支援を実施し、その図面を元

に事業者が18の企画案の試作を行った。試作品はメンバー内で共有し、企画した

本人が試用評価をした。 

 
 

⑯研究テーマ：「やまぐち山廃酵母」の開発 

担当研究者 食品Ｇ 有富和生・有馬秀幸 

 

【研究概要】 

全国的に清酒の消費が低迷する中、各酒造会社は、従来の淡麗な酒質とは異な

る濃醇な香味を有し甘味と酸味の調和した山廃仕込みの清酒に注目をしている。

しかし、既存の酵母を使用すると淡麗な酒質になり目標とする酒質を有する清酒

の製造には対応できないために、各酒造会社から早急にその対応が求められてい

る。そこで、山廃仕込み用優良清酒酵母を取得するため、アルコール発酵試験そ

して小仕込試験を行った。 

 

【研究成果】 

(1)県内酒造会社の酛および醪から分離した酵母を用いて発酵試験を行い、アルコー

ル発酵能の優れた酵母を選抜した。 

(2)小仕込み試験を行い、酵母の発酵経過、製成酒の分析結果および官能評価結果よ

り、優れた醸造特性を有する酵母 NKYB4を選抜した。 
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⑰研究テーマ： 乾湿球温度制御乾燥技術を用いた食品の開発 

担当研究者 食品Ｇ 有馬秀幸、加工Ｇ 磯部佳成 

 

【研究概要】 

    食品乾燥時には、揮発（芳香）成分の散逸や変化、タンパク質の変性、色の変

化、糖質の変化等、数多くの変化が起こることが知られている。乾燥方法や乾燥

条件によって、食品中の成分がどの程度変化しているかを調べることは、乾燥条

件の検討や乾燥装置を製造する上で非常に重要である。そこで、乾湿球制御乾燥

装置や凍結乾燥装置等を用いて、さまざまな条件下で数種類の乾燥産物を製造

し、乾燥条件による食品成分への影響を調べる。 

 

【研究成果】 

５つの食材について乾燥方法による食品成分への影響を調査し、以下の知見を

得た。 

(1)乾燥方法及び条件の違いによる食品一般栄養成分（タンパク質、脂質、炭水化 

物、灰分）含量への影響は少ない。 

(2)有機酸成分含量、糖類成分含量については、乾燥材料により異なる可能性があ 

る。 

(3)香や色の変化において、凍結乾燥法と比較して通風乾燥法は、影響を受ける。 

(4)通風乾燥法による乾燥は、乾燥中における乾燥熱が、アミノ酸成合成系の酵素 

反応に影響することにより、アミノ酸成分含量に影響する可能性がある。 

(5)凍結乾燥法による乾燥は、凍結障害により多糖の低分子化起こり粘性が減少す 

る可能性がある。 

(6)物理的な乾燥技術だけでは、素材の特性をいかした乾燥や２次加工的な乾燥は 

難しく、化学的な前処理を施すことがさまざまな乾燥加工には必要である。 

 
 
⑱研究テーマ：有用成分に着目した食品の高付加価値化に関する研究 

担当研究者 食品Ｇ 大井 修 

 

【研究概要】 

食品中の抗酸化成分（主としてポリフェノール類）に着目し、加工時における

損耗を定量的に把握することにより、各種食品の高付加価値化を図るために必要

な加工条件について検討することを目的とした。 

本年度は、県の特産品としても知られるゴボウとレンコンを対象とし、加熱加

工時の抗酸化性の変化について検討した。 

 

【研究成果】 

(1)ゴボウを対象として、様々な方法（ゆで、蒸し、オーブン、過熱水蒸気）によ

り加熱処理を行った際の抗酸化性（ポリフェノール総量）の変化について検討

し、過熱水蒸気による処理が 抗酸化性を増加させることを確認した。 

(2)レンコンを過熱水蒸気処理した場合は抗酸化性の増加は認められなかった。 

(3)過熱水蒸気処理を行う際の適切な条件について検討し、加熱温度および加熱時

間と抗酸化性との関係を把握した。 
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⑲研究テーマ：鰹節残渣の効率的な液化に関する研究 

担当研究者 食品Ｇ 田中淳也 

 

【研究概要】 

   食品を製造する過程では、加工残渣や副産物などの廃棄物が発生する。これら

は産業廃棄物として、処理業者等に引き取ってもらい、処理費用を負担している。

しかしながら、残渣等の中には有用な成分が含まれているものもあり、食品素材

としてのポテンシャルを有しているといえる。 

そこで本研究では、微生物を用いて残渣を加工することにより、食品製造業者

の抱える残渣処理に要する費用負担や新商品開発などの問題を解決することを

目的とした。 

 

【研究成果】 

(1)鰹節残渣をエクストルーダーで処理することにより、粗砕粒であった鰹節残渣

が繊維状に解れた状態となり、未処理の残渣にカビ付けしたものに比べてプロ

テアーゼ活性が高まることが確認された。 

(2)高温でのエクストルーダー処理では鰹節残渣が硬化してしまうことから、

100℃以下の処理が望ましい。 

(3)残渣にカビ付けをして製造した残渣麹と真水を混合し、50℃で撹拌しながら液

化することにより、効率的に分解できることが確認できた。 

(4)プロテアーゼ活性の強い醤油麹用のカビを用いた残渣麹では50%以上の分解率

が確認できた。 
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（２）戦略的技術研究開発事業（特定研究） 

 「ものづくり技術の高度化」、「環境・エネルギー」、「健康・福祉」、「生活文化・

食品」の各分野において実用化研究を中心とした研究開発を実施した。 

 

 

①研究テーマ：LED等光技術を応用した第一次産業支援技術の開発 

＜ものづくり技術の高度化＞ 

＜（兼）地域イノベーション戦略支援プログラム（グローバル型：文部科学省補助事業＞） 

担当研究者 光・ナノＴ 吉村和正  

 

【研究概要】 

  LED等光技術を第一次産業に応用するため、照射装置の光学設計および光学特性評価を行

う技術の開発と実証のための実験を行った。 

 

【研究成果】 

(1)生育抑制照明装置の開発（生育制御） 

開発した緑白色LEDの効果を実証し、共同研究者である県内企業が製品化を実現

した。 

(2)着色技術の開発 

  LEDを光源とした着色装置の試作器を作製し、その効果を実証した。県内農家 

での実証試験においても好評価を受けた。 

(3)花きの形態制御照射装置の開発 

  光照射による、様々な有用な効果（花芽発生数増加、株幅抑制、生育期間短縮、

同化産物増加 等）を明らかにした。 

(4)LEDランプおよびLED照射装置の光学設計 

（農業用途）(i)LEDランプ：砲弾型ランプにおいて、樹脂の頂角により、配光特 

性を制御する技術を開発した。 

(ii)照射装置：植物の生育形態に合わせた照射装置の設計・試作を 

行う技術を開発した。  

（漁業用途）設計・試作した水中灯が、集魚時のサイズ選択に効果があることを

実証した。 

 

 

 

 ②研究テーマ：環境浄化型の無機系固化材料の開発        

＜環境・エネルギー＞ 

担当研究者 環境Ｇ 三國 彰・細谷夏樹 

 

【研究概要】 

    現在、建設現場で発生する建設汚泥は、含水率が高く、粒子が流動化するため、

その取り扱いが難しく、固化時に適切な強度と凝集構造を持ち、有害物質の溶出

等の問題のない固化材の開発が求められている。そこで、本研究では建設汚泥等

を中性領域で固化する固化材として廃石膏ボードやスラグを利用するため、これ

らに含有されるフッ素等の有害成分の不溶化技術の開発を行い、土壌固化材の開

発を行った。 
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【研究成果】 

(1)廃石膏(半水)に石灰化合物を複数含有するスラッジを添加すると、カルシウム

イオンの共通イオン効果と生成するフッ素吸着材の複合効果により、フッ素の

溶出量が低下することわかった。                        

(2)廃石膏(半水)とスラッジを50：50で配合した際に、フッ素溶出量は環境基準値

(0.8mg/L)の半分程度まで低下した。                

(3)固化材溶出液のpHはスラッジ配合率30～50％でpH9～11程度であった。このこ

とから使用したスラッジはpHをあまり上げずにフッ素溶出量を低下させる働き

があることがわかった。 

 

 

 ③研究テーマ：有用乳酸菌の分離と新規食品の開発  

＜生活文化・食品＞ 

担当研究者 食品Ｇ 半明桂子・種場理絵 

 

【研究概要】 

各種の食品や自然界に生存する乳酸菌を収集・保存し、併せて、菌株の培養方

法や利用に関する情報や技術を蓄積した。また保存菌株の特性を把握し、それを

利用した新規食品の開発を行った。 

 

【研究成果】 

(1)ウニや発酵食品を分離源として、数株の乳酸菌を分離した。また菌株の保存に

ついて、生育にスキムミルクが必要な菌株を、pH指示薬入りの合成培地を併用

することで、簡便かつ可視的に保存することができた。 

(2)新規食品の発酵に使用する菌株を生育、呈味、発酵性を指標としてスクリーニ

ングした。その結果AN-15（Lactobacillus plantarum)は、MRS培地において24

時間で9.2×108 cells/mlの定常に達すること、ウニを発酵してアミノ酸を生成

すること、人工胃液および人工腸液に耐性を有していることがわかった。 

(3)新規食品の試作については、副原料(牛乳･豆乳)、配合割合(ウニ100･90･50･

10％)、凝固剤(にがり･グルコン酸)、その他助剤(糖･増粘多糖類)、脱水、成形、

加熱、乾燥の検討を行った。その結果、ウニと豆乳を各50%で発酵、脱水したも

のを型を使用して成形し、増粘多糖類のグルコマンナンを添加して乾燥(40℃、

冷風)した、外観、香味に優れる新規発酵食品を製造することができた。 

 

 

④研究テーマ：連通気孔型多孔質メタルボンド砥石の開発 

＜ものづくり技術の高度化＞ 

担当研究者 加工Ｇ 磯部佳成 

 

【研究概要】 

   環境改善やCO2削減できる環境低負荷の研削加工を実現するため、雰囲気ガス濃度制を御

した研削加工技術やミスト研削技術を現在まで提案し、重要な工具に気孔率が高い連通気

孔型砥石を開発した。本研究では、この連通気孔型砥石の課題である短い工具寿

命を改善するため、砥石のボンドをビトリファイドボンドからメタルボンドに変

更し、機械的強度を改善した「連通気孔型多孔質メタルボンド砥石」の開発を行

った。 
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【研究成果】 

(1)連通気孔型多孔質メタルボンド砥石の前提となる独立気孔型多孔質メタルボ

ンド砥石を試作できた。 

(2)連通性は、透過率測定結果から気孔剤を制御することで可能であることがわか

った。 

 

 

⑤研究テーマ：PPマトリックス複合材料の化学分離によるリサイクル技術の開発 

 ＜ものづくり技術の高度化＞ 

担当研究者 材料Ｇ 友永文昭 

 

【研究概要】 

近年、使用量が増大している樹脂の複合材料においては、比重分離や風力選別

など物理的に分離することは困難であるため、リサイクル方法としては性能の低

い材料で問題のない用途か、発電や高炉還元剤のようなエネルギーリカバリーす

るしか方法が無いのが現状である。 

    そこで、本研究では主成分の汎用樹脂を高付加価値材料としてリサイクルする

ために、異種材料（ここではPET等のエステル系樹脂）のみを化学的に完全分離

する技術を実用材料に適用するための研究を行った。 

 

【研究成果】 

PP-PET複合材料については、処理試験から性能評価までをほぼ完了した。 

また、実用プラントの設計も完了した。 

PP塗装部品廃材に応用を検討し、塗膜除去可能であることを確認した。 

今後、実用プラントにおける操業条件の最適化や問題点の解決に対応する。 

 

 

⑤研究テーマ：ドライコーティングによる高耐食性皮膜の開発  

＜ものづくり技術の高度化＞ 

 

担当研究者 材料Ｇ 福田匠、企業支援副部長 井手幸夫 

 

【研究概要】 

ドライコーティング膜には一般的にマイクロクラックや貫通ピンホール等の

微小欠陥が多数存在しているとされており、それらの欠陥により基板材料を腐食

させてしまうという欠点がある。昨年度までの研究で酸化ケイ素膜を中間層に持

つDLC複合膜が高い耐食性を示すことを確認している。しかしマグネシウムや鉄系

材料では充分な耐食性を持たないことがある。そこで、本研究ではドライコーテ

ィング膜の新たな市場を開拓するため、更に高い耐食性を持つ皮膜を開発し、実

用化検討を行った。 

 

【研究成果】 

(1)高耐食性DLC複合膜がマグネシウム基板に対して有効であることが確認出来

た。断面観察を行った結果、SiOx膜の膜厚がそのバリア性に影響することが予

測された。 

(2)企業数社との実用化検討を実施した結果、外観、耐食性、耐摩耗性が社内基準

を満足した。 
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（３）特別研究 

 若手の研究員が、その主体的な取り組みによって自らの能力伸張が図れるよう、テーマを自由

に設定して取り組める特別研究精度を設けて、研究を実施させました。 

 

①研究テーマ：サイレントホイッスルを用いた呼吸検知機構に関する基礎的検討 

担当研究者 設計Ｇ 松本佳昭、加工技術Ｇ 椙本英嗣 

【研究概要】 

    睡眠時の無呼吸は糖尿病や心疾患、脳卒中などの生活習慣病の代表的な原因の

ひとつとされている。家庭用の無呼吸検知装置は既に実用化されているが、いず

れも息の流れを直接監視でき、拘束性が低く安価なものはない。そこで、本研究

では、中高年には聞こえにくい10～15KHz帯域の音を発するサイレントホイッスル

を鼻部に装着し、呼吸時の呼気音による呼吸の検知、呼吸流量測定の実現可能性

を検討した。 

【研究成果】 

(1)呼気音発生器としての可能性を検討した結果、鼻口部を覆うマスク形状が最も

安定して計測できることがわかった。現段階では、8k～10kHzであれば、息苦し

くない程度で呼気音を安定して計測することが出来た。 

(2)男性健常者による睡眠実験において、サーミスタ型呼吸センサ、胸部歪み型呼

吸センサと完全に一致することがわかった。 

(3)発生周波数と呼吸流量に相関があることが分かったため、無呼吸だけでなく低

呼吸なども検知できる可能性があることがわかった。 

(4)当該技術に関して特許出願することにした。 

 

 

②研究テーマ：小径木利用セルフビルド小規模建築の研究開発のための予備測定 

担当研究者 デザインＧ 水沼 信 

 

【研究概要】 

H24年度に実施する「小径木利用セルフビルド小規模建築の研究開発」のために必要な、

間伐材（小径木）の基本性能実測予備実験（乾燥方法，乾燥時間による違い）を

おこなった。 

 

【研究成果】 

(1)「流通している県産間伐材単材の基本性能の測定」 

   人工乾燥スギ材100本を測定した結果、山口県優良県産木材認定基準のうち含水

率基準については94本が、ヤング率基準については86本がクリアした。 

(2)「乾燥方法，乾燥時間の違いによる間伐材基本性能の測定」 

   人工乾燥材、天然乾燥材、未乾燥材各1本を室内に放置しその経時変化を観察し

た。 

・未乾燥材は20日経過後、山口県優良県産木材認定基準の含水率基準値をクリ

アした。 

・全ての材とも山口県優良県産木材認定基準のヤング率基準値をクリアした。 

・未乾燥材は1.5ヶ月後までに3面で大きな表面割れが生じた。人工乾燥材には

表面割れは見られないものの細かい内部割れが多く見られた。 

・人工乾燥材は，褐色で，やや焦げ臭く，つやがない。 
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（４）提案公募型研究 
 

 

 ①金属ナノ粒子分散導電性ペーストの開発とその導電ナノ配線への応用技術の開発 

＜地域イノベーション戦略支援プログラム（グローバル型：文部科学省補助事業）＞ 

担当研究 光・ナノＴ 岩田在博 

 

【研究概要】 

    銀ナノ粒子の安価な製造プロセス開発と太陽電池の集電電極への応用を目的とした微細

配線形成について研究開発を行う。高濃度含有の銀ナノ粒子分散液の合成手法を確立する。

細線形成のため、スクリーン印刷法の予備実験を行う。銀ナノ粒子を含むペーストをスク

リーン印刷等の印刷手法により50μｍ程度の導電性細線を形成することを目標とした。 

 

【研究成果】 

(1) 金属ナノ粒子の安価な製造方法を確立し権利化を行うことを目的にし、ポリ

（ヒドロメチルシロキサン）を還元剤とすると高濃度条件で製造が可能で銀の純

度98%以上という高純度のナノ粒子を製造できるプロセスを開発した。また触媒

を用いることにより銅ナノ粒子の製造にも利用できることを確認した。 

(2) 金属ペーストは市販の銀ペーストに合成した銀ナノ粒子を加えて調製し、印刷条

件もスキージ角度、スキージ圧等を考慮することで線幅57μｍの細線を形成するこ

とができた。 

 

 

 

②研究テーマ：産業ロボットの固体レーザー溶接作業の高精度化によるティーチングレス・ 

システムの開発 

＜戦略的基盤技術高度化支援事業（経済産業省補助事業）＞ 

担当研究 加工Ｇ 永田正道 

 

【研究概要】 

産業ロボットでは経路移動精度向上させるため、位置検出器を用いて、予めティーチン

グ作業で設定した作業経路との誤差を検出して補正する手法が用いられて来た。しかし、こ

の手法では、繰り返し位置決め精度以上の誤差が生じた場合、作業経路の修正が発生する。

作業経路の修正の多発は、生産性を著しく低下させる原因となる。 

以上のことから、本研究開発では産業ロボットでの固体レーザー溶接作業の高精度化や、

ティーチング作業の簡略化により溶接作業を高速化し、製品の軽量化や生産コストの削減を

実現することを目的とした。 

 

【研究成果】 

(1) ティーチング作業を簡略化するため、3D製品形状データからの抽出した動作データ

に対して、溶接条件に応じた調整を行える機能を開発した。 
(2) 産業ロボット用固体レーザー溶接作業を高精度化するための位置補正機構につい

て、振動測定結果を元に構造強化を行った。 
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③研究テーマ：無機複合技術による超軽量外断熱・潜熱冷却システムの開発 

 ＜地域イノベーション創出研究開発事業（経済産業省補助事業）＞ 

担当研究者  環境Ｇ 三國 彰・細谷夏樹、 デザインＧ 水沼 信 

 

【研究概要】 

   超軽量外断熱・潜熱冷却システムの開発を目的とし、材料とその評価技術の開

発を行った。材料に保水性を持たせるための骨材とバインダーの選定を行い、試

験体を作製し、試作した熱蒸散評価装置によって熱蒸散特性を評価した。また、

蒸発潜熱による冷却効果を試算する建築省エネルギー計算ソフトを開発した。 

 

【研究成果】 

(1) 熱蒸散特性等の物性試験結果より、熱蒸散パネル（ESCO2Nパネル）は珪藻土

（イソライト工業社製；CG-R）を骨材、白色セメントをバインダーとした配合に

決 定した。また、屋外試験やシミュレーションの結果から折板屋根にESCO2Nパ

ネル を施工することで、室内の空調費削減に一定の効果が認められた。 

(2) 外気条件を元に屋内省エネルギー効果を判定するソフトを開発し、4種類の断

面について経済性を試算した。その結果いずれの断面においても、散水をした

場合は、散水をしない場合と比較して冷房のための消費電力（電気代、原油消

費量、CO2）が低減し、「折板のみ」＞「保水層+折板」＞「ESCO2N（XPS30）+折

板」＞「ESCO2N（XPS60）+折板」の順に低減効果が大きかった。 

 
 
④研究テーマ：3次元視覚認識技術による袋状積載物を対象としたマテリアル・ハンドリングシス 

テムの開発 

 ＜戦略的基盤技術高度化支援事業（経済産業省補助事業）＞ 

担当研究者 設計Ｇ 吉木大司 ・松本佳昭・森 信彰 

 

【研究概要】 

   本研究開発では、ロボットによる袋状積載物の原料運搬の自動化システムを開発する。

具体的には、2台のカメラからの画像を合成することにより、リアルタイムに3次元画像デ

ータを取得し、得られた3次元画像データを解析して、最上部の積み出すべき製品を判別し

て、搬送ロボットに製品形状と位置を指示するシステムを開発する。 

 

【研究成果】 

(1)検知対象となる袋状製品に最適化したパターン投影システムと立体（袋）検出

アルゴリズムを開発し、パターン投影システムなどを旭興産に設置したハンド

リングシステムに設置し、実証実験を行い、当初の目的を達成した。 

(2)3次元視覚認識装置（YJC-3）上で動作可能なCameraLink-DSP変換ロジック及び 

FPGAによる画像処理ロジックの開発を行った。 

(3)吸着パッドと把持機構を組み合わせたハンドロボットを開発し、実証実験にお

いて、袋状製品のハンドリングに成功した。（主担当：旭興産） 

(4)開発したマテリアル・ハンドリングシステムをもちいて、実証実験及びデモ公

開を行った。 
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⑤研究テーマ：無線ネットワークと携帯情報端末を活用した地域情報を有する被災情

報提供システムの開発 

＜戦略的情報通信研究推進制度（総務省補助事業）＞ 

担当研究者 設計Ｇ 松本 佳昭・吉木 大司・森 信彰 

【研究概要】 
   自律無線LANネットワーク技術を活用した被災情報を共有化・住民支援のためのRFIDシス

テムを開発した。当該システムを自治体等に導入を促進するためには、被災時にしか使え

ないシステムは費用対効果の観点と、災害発生時に職員や住民が即座に利用できるとは限

らない。 

そこで、本研究では、災害時以外にも地域で利用可能なシステムにすることで、災害時

に円滑なシステム運用を可能とするシステムを開発した。 
【研究成果】 

(1)住民に対して、パッシブタグ、もしくはアクティブタグを携帯し、避難所入退

室をリアルタイムに把握するシステムを開発した。RFIDシステムで管理する情

報は、入退室情報だけでなく、その他の支援サービスの情報などもRFIDカード

またはタグ自身にも蓄積できるようにした。 

(2)地域住民との意見交換によって、日常利用できるRFIDを活用した携帯型情報端

末の高度化利用システムの構想案をまとめた。 

(3)本システムの有効性検証するため山口市と同市佐山地区自主防災組織が行う

住民防災訓練において、参加住民に対して本システムを用いて住民の入退室管

理を行った。実験の結果、本システムの有効性を確認した。 

 
 

- 38 -



担       当 共同研究 受託研究

加工技術グループ １　件 ０　件

設計制御グループ １　件 ０　件

電子応用グループ １　件 ０　件

材料技術グループ ０　件 ２　件

環境技術グループ １　件 ３　件

デザイングループ １　件 ３　件

食品技術グループ ４　件 ２　件

光ナノ粒子応用チーム ０  件 １  件

合計 ９　件  １１ 件

（５）平成２３年度　共同研究及び受託研究実績

※主担当者の所属
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２ 県内企業の新たな事業展開に向けた産学公連携の取り組み 

 
（１）山口大学との包括的連携・協力協定の締結 

地域産業の振興及び地域社会の発展に寄与することを目的として、山口大学と包括的連携・協力

協定を締結した。（平成 23年 5月 31日に調印）この協定の一環として、(独)科学技術振興機構の

地域産学官共同研究拠点整備事業を活用して、山口県地域の産学官連携の総合的な取り組みを推進

するための「やまぐちイノベーション創出推進拠点」を山口大学と産技センターが共同で整備し、

一体的な活動を実施している。 

 

（２）サテライト窓口の設置（周南地域地場産業振興センター） 

周南地域地場産業振興センターと包括的連携協定を締結（H23.7.12）し、当センターのサテライ 

ト窓口を設置することで県東部地域の企業の利便性を向上させた。 

サテライト業務 業務方法 件数等 

企業訪問 県東部地域の企業、団体への訪問 
１２６回 

（同一企業への訪問を含む） 

技術相談への対応 

産業技術センターの技術者とのディ

スカッションや開放機器・依頼試験を

利用して問題解決を行ったもの 

３２件 

サテライト窓口だけで対応したもの 

（情報提供、外部機関の紹介等） 
９件 

サテライト窓口のPR活動 
（産業技術センターのPRを含む） 
 

県東部地域の商工会議所等の支援団

体へのPR活動とパンフレット等の配

布 

２６団体 

各種イベントを利用したPR活動 

（ブース設置を行ったもの） 

①周南ベンチャーマーケッ

ト(H23.9.5) 

②物産フェア(H23.9.10) 

③山口国体周南市キリンビ

バレッジ会場(H23.10.4) 

④やまぐち総合ビジネスメ

ッセ(H23.11.2) 

JR徳山駅新幹線口の地場産品特設展

示会場でのセンターPR展示 
8月～10月（3ヶ月） 

企業や支援団体へのサテライト窓口

PRリーフレットの配布 
２,５００部 

 

（３）地域イノベーション戦略支援プログラム（グローバル型：文部科学省補助事業） 

 

   ２００３年に策定された「山口県環境産業マルチパーク構想」に基づき、時宜に適った「省資源・

省エネルギー」を共通テーマとする「やまぐちグリーン部材クラスター」の形成を目論む。 

研究開発テーマとして以下の３テーマを掲げる。 

① 高効率（破壊的な低消費電力化）なＬＥＤ用部材開発とＬＥＤ応用製品の開発 

② 廃シリコンの減量・再生プロセスの開発 

③ ナノ粒子応用グリーン部材開発（ナノ粒子の合成分散技術の確立と液晶材料等への添加によ 

る破壊的な性能改善） 
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   これらの研究開発を通して国内はもとより、海外からも第一線の研究者を集結させ、「グリーン

部材のことはやまぐちに聞け」と言われるグローバルなグリーン部材の研究開発および生産拠点を

目指す。水のあるところに魚が集まるように、最先端の技術シーズや研究設備のあるところにはグ

ローバルに人材が集積する。並行して高度人材育成を進めるほか、出口戦略を明確にして、事業化

ひいては産業化を進め、雇用創出を図りながら人材の県外流出を食い止めて山口県をもっと元気に

するという目標にも取り組む。これら一連の挑戦は「ソーシャル・イノベーション」と呼び、単な

る技術革新に止まらず、自治体、大学、地元企業のいずれにとっても魅力ある社会的なイノベーシ

ョンを目指す。 

 

  ◆推進体制 

 

◆活動状況 

平成２３年度第１回全体推進会議       平成２３年度第１回研究成果発表会 

日時 平成２３年７月１５日（金）      日時 平成２４年３月５日（月） 

会場 山口グランドホテル ２Ｆ       会場 ＡＮＡクラウンプラザホテル 

参加人数 ８０名              参加人数 １５０名 

 

◆出願特許 

       １９件 

 

◆発表論文 

       ２７件 

 

◆口頭発表 

     １１９件 

- 41 -



（４） 新事業創造支援センター                               

 中小企業者等が研究開発・産学連携を進めるためのレンタル研究室として、新事業創造支援セ

ンターを設置している。 

 平成２３年度の入居状況（H24.3.31 現在）は以下のとおり。 

 

    

 
室番号 企業名 

１ （空室） 

２ （株）カンバス山口 

３ （有）コスモデザイン 

４ Ｉ２Ｃ技研 

５ （空室） 

６ （空室） 

７ （有）インフォテック 

８ （株）エコテム技術研究所 

９ （空室） 

１０ （株）山口テクノシステム（H23.6 退去） 

１１ （株）フュージョン 

１２ （空室） 
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     （５）施策への協力状況 

 

  主 要 な 内 容 

国 

国税庁 

 全国酒造技術指導機関合同会議委員 

 清酒鑑評会の委員 

 平成２３年度酒造年度全国新酒鑑評会予審審査会 

経済産業省  中国地域産業技術連携推進会議企画分科会の委員 

農林水産省 
 近畿中国四国農業試験研究推進会議 作物生産推進部会食品流通

問題研究会 

県 

環境生活部 
 山口県リサイクル施設等整備費補助金審査会 

 やまぐちエコ市場プロジェクト調査費補助金審査会 

商工労働部 

 

 商工労働部戦略会議メンバー 

 やまぐち中小企業育成協議会の委員 

 経営革新計画承認審査会の委員 

 技術革新計画承認審査会の委員 

 ちょるるマスコット活用促進等ワーキンググループ 

 高度技術産業参入促進事業推進会議 

 農商工連携ワーキンググループ 

 やまぐち総合ビジネスメッセワーキンググループ 

土木建築部 
 屋外広告物講習会 

 小学校教諭対象景観セミナー 

農林水産部 
 全国植樹祭シンボルマーク愛称選考委員会 

 やまぐち農産漁村女性起業統一ブランド認定審査会の委員 

市 

宇部市 

 新事業・新産業創出促進補助金交付審査会の委員 

 メディカルクリエイティブセンター入居審査委員会の委員 

 中小企業事業化支援施設入居審査委員会の委員 

 うべ元気ブランド認証委員会委員 

 宇部市イノベーション大賞認定審査会審査員 

下関市 
 下関市立地企業懇話会 

 下関ブランド認定審査会 

関 

係 

支 

援 

機 

関 

(財)やまぐち産業 

振興財団 

 省エネ・省資源型産業集積促進助成金選考会議委員 

 事業可能性評価委員会の委員 

 山口県産学公連携イノベーション創出推進委員会の委員 

 やまぐち地域中小企業育成事業審査委員会の委員 

 小規模企業者等設備導入資金審査委員会 

 やまぐち事業化支援連携コーディネート会議の幹事 

 首都圏事業化コーディネータ事業委託先選定審査会委員 

 やまぐち元気創業塾開催事業選定委員会 

 山口県中小企業支援センター事業推進委員会 

商工会議所  山口県内商工会議所経営指導員等研修会講師 

(財)ちゅうごく産業 

創造センター 

 地産エネルギーを活用した中小企業工場のエネルギーマネージメ

ントシステム構築の可能性調査委員会 

 医療福祉機器事業化検討会 

 研究事業化推進委員会の委員 

 ＣＩＩＣ地域産業創出等支援調査委員会 

- 43 -



そ 

の 

他 

 

山口大学 

 

 平成２３年度山口大学公開講座（特別講座）「実用講座真空技術

の基礎と応用」におけるカリキュラム検討委員会の委員 

 ＪＳＴ拠点整備運営委員会委員 

その他 

 （財）やまぎん地域企業助成基金選考委員会の委員 

 山口県広告大賞審査会審査員 

 やまぐち発明くふう展審査会審査員 

 山口県水産加工展の品評会審査員 

 山口県周南シニア人材マッチングバンク(AYSA)委員 
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（６） 産学官交流会への参加                                  

地域で開催される産学官交流会に参加し、研究成果発表やパネル展示等を行った。 

 

会 議 等 の 名 称 開催年月日 場 所 担  当 

周南新商品創造プラザ 

H23. 7.25 

H23.11.11 

H24. 1.18 
周南市 産学公連携室 

第５６回キューブサロン H24. 1.18 宇部市 技術相談室 

 

 

（７）（社）山口県技術交流協会への協力                            

 

事 業 内 容 派遣回数 開催年月日 開催場所 担  当  

平成２３年度第１回理事会 
平成２３年度総会 
平成２３年度視察 

 
平成２３年度視察 

１ 
１ 
１ 

 
１ 

H23. 4.27 
H23. 5.30 
H23. 9. 7 

 
H24. 2.15 

産技センター 
山口市 
ルネサスセミコンダク
タ九州・山口（株） 
マツダ（株）防府工場 

役員 
役員 

技術相談室 
 

役員 

 

 

（８）商工会議所等への協力                                       

 

事 業 内 容 派遣回数 開催年月日 協 力 先 担  当 

岩国異分野交流プラザ １ H23. 6.16 岩国商工会議所 産学公連携室 
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３　企業支援の状況

（１）地域別企業支援状況

合　計

法人対応 ３３７ ４３４ ９３１

県　外北部地域西部地域県央地域周南地域岩柳地域

地　域　別種　別

項　目

技術相談件数
(２０５)

外部紹介 ３ ７ １２ ３１ １

１,５６１ １３８ ２１９ ３,６２０＋個人１３

（うち訪問等） (２５) (７８) (４１) (４８)

（うち訪問等） （－） (２) (－) (１) （－） （－）

(１１) (２)

(３)

３４０ ４４１ ９４３ １,５９２ １３９ ２２２ ３，６７７＋個人１３

３ ５７

(３５) (１０４) (７１２＋個人１３)

件　数 ２６ ３９ ６７ １１１ ３０

(６６) (１１４) (１２６) (２６７)（実利用者）

１３ ２８６

（訪問回数） (６８) (１２２) (２６５) (６４３) (７３) (３３) (１,２０４)

（うち企業） ２８ ３９ ５１ １０８ ２５ ９ ２５５

(６３) (１５) (６８９)

（うち新規） (１１) (８) (２０) (２５) (６)

（訪問回数） (５８) (１１５) (１４４) (２９４)

(５) (７５)

（訪問回数） (１１) (１１) (２５) (４１) (８) (８) (１０４)

件　数 ３０３ １７６ ４４７ １６１８ ４３ ２０４ ２,７９１

(１０) (６２) (２８３)

金　額 １,０８８ ８７９ ４,２３０ ６,７４１ ７５

（実利用者数） (１８) (３２) (４７) (１１４)

３,１８５ １６,１９８

件　数 ２７ ４３ ４３８ ８６ ６３ １６ ６７３

（実利用者数） (１６) (１９) (３６) (４８) (１４) (１４) (１４７)

１８６ ６５ １,８９９

金　額 ３５２ ５２３ ３,５３３ １,４２６ ５３８

点　数 ５８ ８３ １３０４ ２０３

８２８ ７,２０１

件　数 － １ ４ ３ １ ２ １１

金　額 － １,２４３ ５０６ １,１０５ ２１１ ５３８ ３,６０３

５

学　生 － － － ２ ６

企　業 － － － ２

インターンシップ － １ ２ ２ － ４

－ ３

９

－ １ ２ ６ ６ ８ ２３

１ ９

－ － １

成果発表会 回　数 １ － － １ －

職員派遣件数 件　数 － － １ －

－ ２

講　習　会 回　数 － － － １５ － － １５

出　　　展 回　数 － １ １ １ － ９ １１

－ － ２

（－） （１） （３） (３) （－）

件　数 － － １ １

(２) (９)

金　額 － － １１０ ７００ － － ８１０

４ － １４

件　数 １ ５ ３ ７ ４

－ ３ １ ６

５,１２１ ６,６６７

３ ２３

（うち新規） (－) (－) (１) (１) (－) (１)

計

計

事業化・商品化件数

注１）四捨五入の関係で端数が合わないことがあります。

注２）①岩国地域（岩国市、柳井市、周防大島町、和木町、上関町、田布施町、平生町）、②周南地域（下松市、光市、

　　　周南市）、③県央地域（山口市（旧阿東町の区域を含む）、防府市）、④西部地域（下関市、宇部市、美祢市、

　　　山陽小野田市）、⑤北部地域（萩市、長門市、阿武町）

企 業 等

訪問件数

開放機器利用

依頼試験

受託研究

研修生受入
人 　　数

共同研究
（資金の受け
入れがない
もの外数）

(－) (－) (－)（うち新規） (－) (－) (－) (－)

実施許諾
(３)

金　額 ０ ９５ ４４ １,３７６ ３１
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企 業 ・ 産 業 関 係 団 体 等 ２１ ３７９

合　　　　　　　　計 ４２ ８６９

研 究 者 ２ １３

そ の 他 ８ ６６

学 生 ・ 生 徒 １１ ４１１

２００

４，３４１

         ◆見学者受入状況

区　　　　　　分 件　　数 利用者数

利用者数

２，０６０

５０７

４１８

１，１５６第 一 研 修 室

第 二 研 修 室

合　　　　　　　　計

件　　数

２１

３６

２６

３４

８

第 二 会 議 室

１２５

（２） 施設利用、見学者の状況　

         ◆施設利用状況

施　　　　　　設

多 目 的 ホ ー ル

第 一 会 議 室
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（３）商品化・実用化の状況 
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４ 研究職員の資質の向上 

 

（１） 技術職員研修事業                                  

 当センターの研究職員の資質向上及び技術向上のため下記の課程（テ－マ）に職員を派遣した。 

研 修 テ － マ 派 遣 職 員 派遣期間 派 遣 先 

中四国地域公設試験研究機関

研究者合同研修会 

専門研究員 有馬秀幸 

専門研究員 永田正道 

 H23. 9. 5 

    9. 6 
徳島市 

技術移転に係わる 

目利き人材育成研修 

産学連携室長 川村宗弘 
H23. 8. 3 

    12. 1 
東京 

設計Ｇ リーダー 松本佳昭 H23.10.19 東京 

 

（２） 産業技術連携推進会議等への職員の派遣                            

 地方公設試験研究機関相互および国立系試験研究機関との協力体制を強化するための産業技

術連携推進会議の関連会議等に職員を派遣した。 

会 議 等 の 名 称 開催年月日 開催場所 担 当 

平成２３年度総合経営支援部企画調整会議 

 

H23. 6.15 

7.13 

8.10 

9.14 

10.12 

11.16 

山口市 相談室 

九州連携ＣＡＥ研究会 

H23. 6. 9 

6.10 

10.16 

H24. 2.16 

下関市 

北九州市 

鳥栖市 

長崎市 

加工Ｇ 

産業技術連携推進会議 ライフサイエンス部会 

デザイン分科会 
H23. 6.10 徳島市 デザインＧ 

九州地方知事会 第１回食品機能性分析手法研

究会及び食品科学研究会 

H23. 7.13 

7.14 
山口市 食品Ｇ 

地域イノベーション創出 2011 in おかやま H23. 7.20 岡山市 産学公 

産業技術連携推進会議 製造プロセス部会 

表面技術分科会（第１８回） 
H23. 9.29 京都市 企業支援部 

産業技術連携推進会議 ナノテクノロジー・材料

部会 高分子分科会 

H23.10.27 

10.28 
神戸市 材料Ｇ 

平成２３年度食品技術研究会および食品研究所

研究成果展示会２０１１ 

H23.11. 1 

11. 2 
つくば市 食品Ｇ 
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会 議 等 の 名 称 開催年月日 開催場所 担 当 

産業技術連携推進会議 情報通信・エレクトロニ

クス部会 第１６回電磁環境分科会および第２

１回ＥＭＣ研究会 

H23.11.10 

11.11 
高松市 電子Ｇ 

産業技術連携推進会議 中国地域部会 デザイ

ン・木材利用分科会 

H23.11.10 

11.11 
東広島市 デザインＧ 

産業技術連携推進会議 情報技術分科会 組込

み技術研究会 

H23.11.15 

    11.16 
東京 設計Ｇ 

産業技術連携推進会議 知的基盤部会総会およ

び 計測分科会 

H23.11.30 

    12. 2 
熊本市 加工Ｇ 

平成 23 年度近畿中国四国農業試験研究推進会議 

作物生産推進部会食品流通問題別研究会 
H23.12. 1 香川県 食品Ｇ 

産業技術連携推進会議 中国・四国地域部会 中

国四国食品関係合同分科会 

H23.12. 1 

      
高知市 食品Ｇ 

平成 23 年度産業技術連携推進会議ナノテクノロ

ジー・材料部会 

H23.12. 1 

12. 2 
名古屋市 材料Ｇ 

産業技術連携推進会議 ナノテクノロジー・材料

部会 セラミックス分科会（第５７回） 

H23.12. 8 

12. 9 
名古屋市 環境Ｇ 

産業技術連携推進会議 中国地域部会 機械・金

属技術分科会 
H23.12.21 岡山市 加工Ｇ 

九州地方知事会第２回食品機能性分析手法研究

会及び食品科学研究会 

H23. 3. 1 

3. 2 
熊本市 食品Ｇ 

第 34 回各府県工業技術センター・研究所プラス

チック担当者会議 

H24. 3. 2 

3. 3 
熊本市 材料Ｇ 

産業技術連携推進会議 四国地域部会・中国地域

部会合同 環境・エネルギー技術分科会 

H24. 3.15 

3.16 
鳥取市 環境Ｇ 
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５  中小企業の人材養成 

 

（１） 技術者養成研修の実施状況                              

 県内企業の技術力の向上を支援するため、企業ニーズに応じ、特定の技術・知識等の習得を目

的として行う研修を実施した。 

番号 区     分 参加企業数 期間（回数） 担 当 部 

1 技術者受け入れ研修 １社 

H23. 5. 9 

 ～ 

H23.10.28 

環境Ｇ 

2 技術者受け入れ研修 １社 

H23. 5. 6 

 ～ 

H23. 5.11 

加工Ｇ 

3 技術者受け入れ研修 １社 

H23. 8. 2 

 ～ 

H23. 8. 5 

食品Ｇ 

4 職員派遣研修 １社 １２回 材料Ｇ 

5 職員派遣研修 １社 １４回 相談室 
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（２） 学生研修生及びインターンシップ受入れ 

 

◆学生研修生 

大学等から、学生研修生を受け入れた。 

研 修 テ ー マ 担 当 部 研 修 期 間 人 数 

水溶性ミストの粒径制御に関する検討 加工Ｇ H23. 7.10～H24. 3.31 １ 

小型風車に関する風洞実験 設計Ｇ H23. 6. 1～H24. 3.31 １ 

ドライコーティングによる高耐食性皮膜

の開発 
材料Ｇ H23. 8. 1～H24. 3.31 １ 

 

 

 

◆インターンシップ制度への協力（学生受入れ）                     

大学等からのインターンシップを受け入れた。 

実 習 テ ー マ 担 当 部 受 入 れ 期 間 人 数 

GC-MS を用いたバイオマス成分の分析 環境Ｇ H23. 9. 5～H23. 9. 9 １ 

導電性ＤＬＣ膜の開発 材料Ｇ H23 8.17～H22. 9. 6 1 

小規模センサーネットワーク用プラットフ

ォームの研究開発 
設計Ｇ H23. 6.16～H23. 8.16 １ 

食品成分の分析 食品Ｇ H23. 9.26～H23. 9.30 2 
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６ 研究成果の普及促進 

 

（１） 産業技術センター研究発表会      

 県内中小企業を対象に産業技術センターの研究成果を公表するため、以下のとおり技術発表会

を行った。 

 

開 催 日 場 所 内         容 参加者数 

H23.7.1 岩国市 

●環境技術分野 

「環境技術グループの活動紹介と、最近の製品開発支

援事例（木酢液、土壌改良材、油吸着材等）につい

ての紹介」 

環境Ｇ リーダー 三國 彰 

●加工技術分野 

「加工技術グループの活動紹介と、機械加工に関する

技術開発事例（環境低負荷型機械加工を実現するシ

ステム、ＣＡＥ支援ツール）についての紹介」 

加工Ｇ リーダー 磯部佳成 

●デザイン開発技術分野 

「デザイングループの活動紹介と、デザイン開発の支

援事例（内視鏡ハンドル等）についての紹介」 

 デザインＧ リーダー 水沼信 

●食品Ｇ 

「食品技術グループの紹介と、地域資源を活用した食

品の開発支援事例（魚のすり身を原料としたマリン

スイーツ riple（リプレ）等）についての紹介」 

食品Ｇ リーダー 有富和生 

43人 

H24.3.1 宇部市 

●「無機系廃棄物を利用した土壌固化材の開発」 

 環境Ｇ リーダー 三國 彰 

●「熱蒸散セラミックスによるヒートアイランド対策

技術」 

 環境Ｇ 研究員 細谷夏樹 

●「ＰＰマトリックス複合材の化学分離によるリサイ

クル技術の開発」 

 材料Ｇ リーダー 友永文昭 

●「災害時に住民の安否確認を支援するＲＦＩＤシス

テムの開発」 

 設計Ｇ リーダー 松本佳昭 

●「人間工学的手法を用いた内視鏡手術用鉗子ハンド

ルのデザイン開発」 

 デザインＧ 専門研究員 藤井謙治 

●「家庭用小型搾油機に関する開発支援」 

 デザインＧ 専門研究員 松田晋幸 

77人 
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（２） やまぐちブランド技術研究会   

「やまぐちブランド技術研究会」では、産学公の連携により、自動車、航空機などの輸送機械

産業やＩＴ産業などの高度技術産業において、県内企業のものづくり基盤技術の高度化、ブラン

ド化を促進する取組を推進しています。 

【活動内容】 

◇講演会、工場見学会などを活用した産学公ネットワークの構築支援 

◇６つの技術分科会（組込システム・精密加工・湿式表面処理・表面改質・熱流体工学・ 

化学リサイクル」を中心とした体系的な技術の獲得支援 

◇山口県独自の「技術革新計画」承認制度による高度技術の獲得促進 

◇やまぐち産業振興財団研究開発支援事業等の活用による研究開発支援 

◇ブランド技術をベースとする高度技術産業への参入促進支援 

【対象分野、目指すべき技術水準】 

◇自動車、航空機などの輸送機械産業やＩＴ産業などの高度技術産業 

◇ミクロ・ファイン・エコをキーワードに、キラリと光る「やまぐちブランド技術」 

◇「軽量化」「エレクトロニクス化」「環境負荷軽減」 

【活動状況】 

◆第１回総会（平成２３年８月） 会場：山口グランドホテル 

 研究会活動、技術分科会活動等について報告した後、会員企業による事例発表、ＩＴ産

業に関する講演会を実施しました。 

 「研究会・分科会活動で得られた新技術と情報発信」 

   三和産業株式会社  代表取締役 弘中 大久 氏 

 「フィルムベースエレクトロニクスの動向と将来」 

   大阪市立大学大学院工学研究科教授  

（株）マテリアルデザインファクトリー代表取締役 

中山 弘  氏 

 

◆難加工技術展２０１１への出展（平成２３年７月） 会場：ポートメッセなごや 

 「やまぐちブランド技術研究会」として山口県・やまぐち産業振興財団・山口県産業技

術センターが共同出展しました。 

  ◇実機、パネル等による技術・工法展示 

  ◇プレゼンテーション 

  ◇個別商談    

 

◆ＲＯＢＯＴＥＣＨ２０１１（平成２３年７月） 会場：東京ビッグサイト 

 「やまぐちブランド技術研究会」として山口県・やまぐち産業振興財団・山口県産業技

術センターが共同出展しました。 

  ◇実機、パネル等による技術・工法展示 

  ◇プレゼンテーション 

  ◇個別商談 

 

◆日産自動車展示商談会（平成２４年２月）会場：日産自動車（株） 

  ◇実機、パネル等による技術・工法展示 

  ◇プレゼンテーション 

  ◇個別商談 

 

◆次世代自動車の技術開発動向等に係る講演会（平成２４年２月） 

会場：山口グランドホテル 

 （財）やまぐち産業振興財団主催、やまぐちブランド技術研究会共催で、次世代自動車

の技術開発動向等に係る講演会を開催しました。 
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（３） ＬＥＤ照明研究会            

ＬＥＤ関連商品の開発や販売に役立つ情報・技術を提供するための講習会を開催した。 

 

開 催 日 場 所 主   な  内   容 参加人数 

H23. 7.21 宇部市 

第１回研究会 

●講演「直面する電力不足の解消への大きな一役」 

～山口における LED 産業化・製品化とは～ 

やまぐちＬＥＤ照明研究会会長 

長州産業（株）代表取締役 

岡本 要 氏 

●講演「白色 LED 用蛍光体の基礎と課題」 

東京工科大学 

名誉教授 山元 明 氏 

●講演「LED 封止樹脂の特性と分光学的手法を用いた劣

化評価」 

（株）東レリサーチセンター 構造科学研究部 

研究員 三好理子 氏 

●講演「大震災復興（福興）への課題 電気エネルギ

ー抜本的削減とは？」～変革するＬＥＤ照明環境負荷

低減へのソリューション～ 

一般社団法人ＬＥＤ光源普及開発機構 

代表理事 小林治彦 氏 

●講演「日本電球工業界ＪＥＬ８０１（Ｌ１６口金）

は世界標準となるか？」～世界基準（ＩＥＣ）登録完

了も・・・Ｇ１３口金の反乱～ 

神農流通（株）ＬＥＤ本部 

販売課課長 井上浩一 氏 

８７人 

H24. 2.23 宇部市 

第２回研究会 

●講習「＜基礎編＞ＥＸＣＥＬを使った熱設計計算の

基礎」、「＜実践編＞ＥＸＣＥＬを使ったＬＥＤ熱設

計の実践」 

（株）サーマルデザインラボ 

代表取締役 国峯尚樹 氏 

●講演「栽培施設における太陽電池利用」 

国立大学法人島根大学 生物資源学部地域開発学科 

准教授 谷野 章 氏 

２１人 

 

講演①：「次世代自動車の電動化技術と地域ビジネスへの取り組み」 

      広島大学 産学・地域連携センター 

      特任教授 勝代 健次 氏 

 

講演②：「2011 競争力強化事業調査にみる中国・韓国自動車産業調査」 

     （公財）ひろしま産業振興機構カーエレクトロニクスセンター 

センター長 岩城 富士大 氏 

◆第３回国際自動車素材加工展（平成２４年３月） 

「やまぐちブランド技術研究会」として山口県・やまぐち産業振興財団・山口県産業技術

センターが共同出展しました。 
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県外

 ＲＯＢＯＴＥＣＨ２０１１ 東京都 　　　　　　　　〃

 難加工技術展２０１１

ものづくりフェア２０１１ 福岡県 　　　　　　　　〃

エコプロダクツ２０１１ 東京都 やまぐちグリーン部材クラスターのＰＲ

千葉県
ＦＯＯＤＥＸ　ＪＡＰＡＮ２０１
２

アグリビジネス創出フェア 千葉県 知クラ成果の普及

県内

ＬＥＤ成果品等の紹介

　　　　　　　　〃

 やまぐち総合ビジネスメッセ

 ＬＥＤ応用製品の県庁展示会

下関市

県庁

（４）展示会への出展

展示会等の名称 場　所 展　示　内　容

名古屋市 ブランド技術研究会活動内容や会員紹介

九州自動車新技術・新工法展示商談会 東京都 山口県産業技術センターのシーズ紹介

第３回国際自動車素材・加工展 東京都 　　　　　　　　〃

ＬＥＤジャパン２１ 横浜市 　　　　　　　　〃

食品及び調理器具の成果展示品
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①　誌上発表

題　　　　　　　　目 氏　　名 掲　載　誌　名 巻・号・貢 発行年月

Depolymerization of
Unsaturated Polyesters and
Waste Fiber-Reinforced
Plastics by using Ionic
Liquids: The Use of
Microwaves to Accelerate the
Reaction Rate

Akio Kamimura*
Shigehiro Yamamoto*
Kazuo Yamada
（*Yamaguchi Univ.)

ChemSusChem 4巻5号 H23. 5

伝統民家縁側の緩衝空間として
の温熱環境制御効果
-縁側の冬季温室効果の計測と解
析-

中園 眞人*
吉浦 温雅*
水沼 信
後藤 伴延*
小金井 真*
（*山口大学大学院）

日本建築学会
技術報告集

17巻36号
ｐ573-576

H23.6

 断熱改修とエアコン・床暖房を
組み合わせた伝統民家の温熱環
境改善効果

中園 眞人
吉浦 温雅
水沼 信
後藤 伴延
小金井 真
（*山口大学大学院）

日本建築学会
技術報告集

17巻36号
ｐ563-568

H23.6

 メディアが拓く技術経営と起業
への挑戦小特集
６．事例研究1～放送技術のイノ
ベーション事例～

倉重 光宏
映像情報メ
ディア学会誌

65巻8号 H23.7

Effects of Wing Section on
Mean Characteristics and
Temporal Torque Variation for
a Small Straight-Bladed
Vertical Axis Wind Turbine

山田 誠治
田村 智弘
望月 信介*
（*山口大学）

Journal of
Fluid Science
and
Technology

6巻6号 H23.8

押出成形アルミ均熱板で被覆さ
れた中空パイプ方式温水床暖房
の放熱特性

志賀 均*
水沼 信
中園 眞人**
小金井 真**
吉浦 温雅**
後藤 延**
（*（株）ジャスト東
海、**山口大学大学
院）

日本建築学会
技術報告集

17巻37号
p937-942

H23.10

ヒドロシランを還元剤とする金
属ナノ粒子の合成と応用

岩田 在博
戸嶋 直樹*
（*山口東京理科大
大）

月刊　ケミカ
ルエンジニヤ
リング　12月
号

56巻12号 H23.11

（５）学協会等への発表
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②　口頭発表

発 表 テ ー マ 発 表 者 名 学 協 会 名 年月日

複合プラスチック材料の化学分離
によるリサイクル技術の開発

○友永 文昭
やまぐちエコ市場環
境セミナー

H23.5.25

木酢液中ホルムアルデヒドの除去
方法の開発

○小川 友樹
  山路 太郎*
  山路 裕之*
  岡部 敏弘**
（ *共同産業（株）、**
青森県産業技術セン
ター）

エコマテリアル・
フォーラム　２０１
１年国内シンポジウ
ム

H23.6.3

企業支援事例
○藤井 謙治

産業技術連携推進会
議　ライフサイエン
ス部会　第９回デザ
イン分科会

H23.6.10

ハウス栽培トマトにおける
405nmLED補光による病害防除

○得能 彩歩*
  荊木 康臣*
  伊藤 真一*
  荒木 英樹*
  吉村 和正
  大崎 康平
（*山口大学）

日本生物環境工学会
2011年札幌大会

H23.9.8

高齢者の日常生活パターンの解析
についての研究

○森崎 卓也*
  吉木 大司
  松本 佳昭
  江 鐘偉*
（*山口大学大学院）

日本機械学会2011年
度年次大会

H23.9.13

心拍揺らぎ(HRV)の幾何学的図形
解析による精神ストレス評価指標
に関する研究

○三田尻 涼*
  森 信彰
  松本 佳昭
  江 鐘偉*
（*山口大学大学院）

日本機械学会2011年
度年次大会

H23.9.14

LEDを用いた果皮着色装置の構造
最適化

○吉村 和正
  品川 吉延*
  長山 憲範**
（*山口県農林総合技術セ
ンター、**長山電機産業
（株））

第44回照明学会全国
大会

H23.9.16

植物生育抑制LED光源の開発

○長山 憲範*
　下濃 義史
　阿野 裕司
　吉村 和正
（*長山電機産業（株））

第44回照明学会全国
大会

H23.9.17

DLC複合膜によるマグネシウム基
板の耐食性向上

○福田 匠
表面技術協会第124
回講演大会

H23.9.22
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発 表 テ ー マ 発 表 者 名 学 協 会 名 年月日

LEDを用いたリンゴ果皮の着色．
LED波長と生育ステージ・貯蔵温
度の影響

○品川 吉延*
  吉村 和正
  長山 憲範**
（*山口県農林総合技術セ
ンター、**長山電機産業
（株））

園芸学会平成23年度
秋季大会

H23.9.25

色素吸着過程における色素濃度管
理システムの構築

○上田 辰徳*
  林 博昭*
  大久保 末廣*
  鶴巻 浩*
  村中 武彦
  白土 竜一*
(*九州工業大学）

平成23年（第64回）
電気関係学会九州支
部連合大会

H23.9.26

色素の高純度化による色素増感太
陽電池の高効率化

○松吉 孝達*
  加納 康平*
  村中 武彦
  林 博昭**
  大久保 末廣*
  鶴巻 浩*
  白土 竜一*
（*九州工業大学大学院工
学府電気電子工学専攻、
**九州工業大学大学院生
命体工学研究科生体機能
専攻）

平成23年（第64回）
電気関係学会九州支
部連合大会

H23.9.26

無線技術を用いた自律的な被災情
報提供システムの構築

  浦上 美佐子*
  重安 哲也**
○亀川 誠***
  藤川 昌浩***
  松本 佳昭
  吉木 大司
  森 信彰
  森岡 仁志+
  真野 浩+
  松野 浩嗣++
（*大島商船高専、**　県
立広島大学、***（有）デ
ジタルマイスター、+
（株）ルート、++山口大
学）

情報処理学会　第19
回マルチメディア通
信と分散処理ワーク
ショップ

H23.10.12

ポリ（メチルヒドロシロキサン）
を利用した金属ナノ粒子の合成

○岩田 在博
  金丸 真士*
  内田 雅和**
  木練 透***
  白石 幸英***
  戸嶋 直樹
（*日本アトマイズ加工
（株）、**長州産業
（株）、***山口東京理科
大）

第15回ケイ素化学協
会シンポジウム

H23.10.21

超臨界アルコールを用いたセル
ロースの新しい解重合

○伊藤 剛孝*
　松谷 一樹*
　山田 和男
（*山口大学）

2011年日本化学会西
日本大会

H23.11.12
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発 表 テ ー マ 発 表 者 名 学 協 会 名 年月日

シロキサンポリマーを中間層とし
た無電解ニッケルめっき

○岩田 在博
  石田 浩一
  村岡 晋太郎*
  新見 孝二*
  液野 文男*
（下関鍍金（株））

2011年日本化学会西
日本大会

H23.11.12

尿素を用いた木酢液中のホルムア
ルデヒド除去方法の開発

○小川 友樹
  山路 太郎*
  山路 裕之*
  岡部 敏弘**
（*共同産業（株）、**青
森県産業技術センター）

環境福祉学会第7回
年次大会

H23.11.13

Sn-Ni合金生成メカニズムと形態
解析

○梅林 良太*
  田中 康行*
  村中 武彦
  津留 豊**
（*（株）トクヤマ、**九
州工業大学シニアアカデ
ミー）

第35回電解技術討論
会

H23.11.15

共通イオン効果によるフッ素不溶
化技術および土壌固化材の開発

○三國 彰
  細谷 夏樹
  下村 定夫*
（*（株）徳機製作所）

無機マテリアル学会
第123回学術講演会

H23.11.17

石炭灰を再利用した保水セラミッ
クスの作製とヒートアイランド緩
和効果の評価

○細谷 夏樹
  三國 彰
　金﨑 貴春*
  白神 英一*
（*小田建設（株））

無機マテリアル学会
第123回学術講演会

H23.11.17

射出成形用ラミー/PPペレットの
簡易製法

  キム ヒョンボム*
○合田 公一**
  野田 淳二**
  丸谷 洋正***
  青木 憲治***
  友永 文昭
（*山口大学大学院、**山
口大学、***化薬アクゾ
（株））

第56回FRP CON-
EX2011

H23.11.21

405nmLED補光による病害防除技術

○荊木 康臣*
  伊藤 真一*
  吉村 和正
（*山口大学）

アグリビジネス創出
フェア2011

H23.11.30

Research of analysis of senior
person's daily life pattern

○森崎 拓也*
　吉木 大司
　松本 佳昭
　江 鍾偉*
（*山口大学大学院）

2011 International
Symposium on
Digital
Manufacturing

H23.12.1

A study of mental stress
evaluation using geometrical
pattern analysis of HRV

○三田尻 涼*
  森 信彰
  松本 佳昭
  江 鍾偉*
（*山口大学大学院）

2011 International
Symposium on
Digital
Manufacturing

H23.12.1
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発 表 テ ー マ 発 表 者 名 学 協 会 名 年月日

ピロリン酸浴からのSn-Ni合金
めっきの電気化学挙動について

○村中 武彦
  梅林 良太*
  田中 康行*
  津留 豊**
（*（株）トクヤマ、**九
州工業大学シニアアカデ
ミー）

西日本腐蝕防蝕研究
会第170回例会

H23.12.2

共通イオン効果によるフッ素不溶
化技術とその応用

○三國 彰
  細谷 夏樹
  下村 定夫*
（*（株）徳機製作所）

産業技術連携推進会
議ナノテクノロ
ジー・材料部会セラ
ミックス分科会　第
４６回セラミックス
技術担当者会議

H23.12.8

ヒートアイランド対策に向けた保
水性セラミックスの作製と物性評
価

○細谷 夏樹
  三國 彰
  金﨑 貴春*
  白神 英一*
  杉山 豊彦**
  長江 肇**
  大橋 優喜**
  楠本 慶二**
（*小田建設（株）、**産
総研）

産業技術連携推進会
議ナノテクノロ
ジー・材料部会セラ
ミックス分科会　第
４６回セラミックス
技術担当者会議

H23.12.8

蒸発散特性に優れた多孔質セラ
ミックスの作製と評価

○細谷 夏樹
  三國 彰
  金﨑 貴春*
  白神 英一*
  杉山 豊彦**
  長江 肇**
  大橋 優喜**
  楠本 慶二**
（*小田建設（株）、**産
総研）

日本セラミックス協
会　2012年年会

H24.3.19

災害時に避難者の安否を管理する
ためのRFIDシステムの開発

○松本 佳昭
　吉木 大司
　森　 信彰
  藤川 昌浩*
  亀川 誠*
  松野 浩嗣**
（*（有）デジタルマイス
ター、**山口大学大学
院）

電子情報通信学会
2012総合大会

H24.3.20

光強度および光質がワサビ苗の生
育と形態形成に及ぼす影響

○鶴山 浄真*
  廣林 祐一*
  山本 雄慈*
  刀禰 茂弘*
　長山 憲範**
　吉村 和正
（*山口農林総合技セン
ター、**長山電機産業
（株））

園芸学会平成24年度
春季大会

H24.3.28
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1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

　日常の試験研究によって得た成果をもとに知的財産権を取得し、研究成果のより一層の充実強化
を図っているところである。なお、平成24年3月31日現在の当センターの知的財産権の保有状況は、
次のとおりである。

発明者(*は職員以外)

桜の花から分離した酵母及びその取得方法
並びに該酵母を用いた清酒その他の飲食品
の製造方法

生体信号計測センサーとその装置

低摩擦係数の複合硬質皮膜の形成法

複合硬質皮膜、その製造方法及び製膜装置

H11. 3.26 2904205
磯部佳成、香川正信
加藤泰生*、田戸　保*

H12. 3. 3 3039381
井手幸夫、稲田和典
中村　崇*

H 8. 6.27 2531575
柏木　享、田村良和*
西岡賢治*

H 8. 7.25 2545330
篠原伸雄、田中健一*
国本正彦*

3811712
佐伯明比古、渡辺最昭*
渡辺博敏*

H16. 5.28

耐高温酸化特性に優れた複合硬質皮膜の形
成法

高含水有機物の乾燥方法及び乾燥装置

農水産物の乾燥方法

登録年月日 特許番号

チタン又はチタン合金の電解研磨方法とそ
の装置

生活状況モニタリングシステム

家電機器利用モニタリング装置

まろやかな健康食酢及びその製造方法

特許等の名称

酒粕を使用した水産ねり製品の製造方法

雰囲気ガス濃度を制御した乾式研削・切削
加工法及びその装置

調味液廃液の再生処理方法

H18. 4.21 3793774

H18. 6. 9

3559777

H16. 3.19 3535062
磯部佳成、香川正信
佐々木芳男*
加藤泰生*、鶴田隆治*

H20. 5.16 4124744
山田隆裕、村中武彦
宮脇　晃*

松本佳昭、吉木大司
江　鐘偉*、吉田　勉*

松本佳昭、中西政美
吉木大司、見山友裕*
宇野敦志*

磯部佳成、香川正信
佐々木芳男*
加藤泰生*、鶴田隆治*

７　知的財産

H19. 2.23 3918895 井手幸夫

H20. 5.16 4122387
井手幸夫、服部幸司*
中村聡志*、本多祐二*

H18. 9. 1 3846623
柏木　享、有馬秀幸
山岡邦雄*
加藤美都子*

H18.12. 1 3886113

H18. 4. 7 3787580
松本佳昭、吉木大司
堀　信明*

プラスチック廃棄物を利用した混合材料及
びその製造装置並びにその製造方法

H20. 5.16 4125942
友永文昭、山田和男
山崎博人*
鹿嶋英一郎*

（１）保有特許権（27件）
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16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

1

2

3

4

5

磁気光学素子 H24.2.24 4930933
福間康裕、小柳　剛*
浅田裕法*

風味の改善されたこんにゃくの 製品及びそ
の製造方法

H23.7.15 4780332 柏木　亨、廣兼一昭*

プラズマ処理装置及び基材の表面処理方法 H23.10.14 4840655 井手 幸夫、本多祐二*

福間康裕、小柳　剛*
浅田裕法*

強磁性半導体交換結合膜 H24.2.3 4915765

研削砥石 H21. 2.27 4264869 磯部佳成

特許等の名称 登録年月日 特許番号 発明者(*は職員以外)

光合成抑制光源及びそれを用いた照明装置 H23.1.28 4670108
川村宗弘、吉村和正
阿野裕司、長山憲範*

通電状態管理システム H21.5.22 4313131
松本佳昭、吉木大司
堀　信明*

砥石とその製造方法 H22.2.19 4459687 磯部佳成、加藤泰生*

友永文昭、山田和男
上村明男*

壁面噴流の制御装置及び壁面噴流を制御す
る方法

H23.5.13 4735952 山田誠治、望月信介*

ＳｉＮｘＯｙＣｚ膜及び薄膜の製造方法 H18.10.12 2006-274390 井手幸夫、本多祐二*

光分岐回路及びセンサ H22.8.13 4565061
藤本正克、吉村和正
小野和雄*、堀田昌志*

赤色清酒とその製造方法 H22.10.8 4600018
柏木　享、有富和生
湊　幹郎*

（２）特許公開中（23件）

特許等の名称 公開年月日 公開番号 発明者(*は職員以外)

熱硬化性樹脂の分解処理方法と熱硬化性樹
脂を母材とした繊維強化プ ラスチック廃材
の分解処理方法

H23.1.7 4654333

火災予防監視支援システム H18.10.19 2006-285702
森　信彰、松本佳昭
吉木大司

日常生活度解析システム H20. 5. 1 2008-102884
松本佳昭、吉木大司
森　信彰

ｸｰﾗﾝﾄおよびそれを用いた塑性加工又 は研
削又は研磨装置およびその方法

H20.10. 2 2008-231414 磯部佳成

ガスセンサ用薄膜、ガスセンサ用素子体お
よびガスセンサ用素子体の製造方法、並び
に光学式ガスセンサ

H19.3.22 2007-71866
藤本正克、前　英雄
木練　透*、西尾圭史*
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6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

複合硬質皮膜部材およびその製造方法 H23.8.25 2011-162865
福田　匠、井手幸夫
大淵裕史*

ポリオレフィンを含む複合プラスチックの
分離方法とその分離装置

H23.9.1 2011-168755 友永文昭、小田茂正*

井手幸夫、本多祐二*

壁面噴流による対象物の処理装置及び壁面
噴流により対象物を処理する方法

H23.6.23 2011-017131 山田誠治、望月信介*

プラズマ処理装置及び成膜方法 H23.11.10 2011-225999 井手幸夫、本多祐二*

発明者(*は職員以外)公開番号公開年月日特許等の名称

微粉体回収装置 H20.10.23 2008-254075 磯部佳成

活性フィラーとして焼成カオリンを配合す
るジオポリマー高強度硬化体及びその製造
方法ならびに機能性硬化体

H20.10.23 2008-254939
三国　彰、水沼　信
橋本雅司、斉藤孝義
小川友樹

壁面構造および壁面およびそれを用いた木
造軸組工法建築物および異種構造建築物

H21. 4. 2 2009- 68303 水沼　信、岩田真次*

金属ナノ粒子の製造方法 H21. 2.19 2009- 35781
岩田在博、木村信夫
石田浩一、戸嶋直樹*
木練　透*

酸化亜鉛からなる複数の立体構造体が表面
に形成された金属酸化物多孔質膜とその製
造方法とこれを用いた色素増感太陽電池

H21. 2.19 2009- 37878 村中武彦、白土竜一*

ジメチルエーテルの製造方法および製造装
置

H21.10.22 2009-242248
小川友樹、坂西欣也*
花岡寿明*、松永興哲*

非晶質炭素膜及びその成膜方法 H21. 8.20 2009-185336
井手幸夫、福田　匠
本多祐二*

魚醤油の製造方法 H21.10.15 2009-232723
有馬秀幸、望月俊孝*
渡部終五*

耐水性材料 H22. 1.21 2010-13640 前　英雄、宮田征一郎*

霧化装置及びそれを用いた霧化方法 H22. 9. 9 2010-194471 磯部佳成、加藤泰生*

精神ストレス評価とそれを用いた装置と精
神ストレス評価方法とそのプログラム

H22.10.21 2010-234000 松本佳昭、森　信彰

不飽和ポリエステル樹脂を含む成形品廃材
を分解して不飽和ポリエステル樹脂を再合
成するための再生原料を生産する方法とそ
の不飽和ポリエステル樹脂を再合成する方
法と不飽和ポリエステル樹脂の製造方法

H23.1.27 2011-016971 友永文昭、山田和男

薄膜の成膜方法 H23.12.15 2011-252233

プラズマ処理装置及び基材の表面処理方法 H24.2.9 2012-26038 井手幸夫、本多祐二*
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1

2

3

4

5

6

1

1

2

3

1

（６）意匠(3件)

名　　　　　称 登録年月日

（４）プログラム登録（6件）

名　　　　　称 登録年月日 登録番号 発明者(*は職員以外)

（３）平成24年3月31日現在の当センターの公開前出願特許件数は、18件である。

工場向けデータ伝送ｼｽﾃﾑ（伝送管理器用ﾌﾟﾛ
ｸﾞﾗﾑ）

H元.8.8  Ｐ1187-1 木村悦博

汎用ファジイコントロールシステム H5.5.10  Ｐ3202-1 中村　誠*、藤本正克

工場向けデータ伝送ｼｽﾃﾑ（ﾊﾟｿｺﾝ用ﾌﾟﾛｸﾞﾗ
ﾑ）

H元.8.8  Ｐ1185-1 木村悦博

工場向けデータ伝送ｼｽﾃﾑ（伝送端末器用ﾌﾟﾛ
ｸﾞﾗﾑ）

H元.8.8  Ｐ1186-1 木村悦博

　

登録番号 発明者(*は職員以外)

制御用ボードコンピューターシステム H5.5.10  Ｐ3202-2 中村　誠*、白上貞三*

（５）実用新案（1件）

名　　　　　称 登録年月日 登録番号 発明者

生ゴミ処理器 H17.8.17 3114212 友永文昭

小型搾油機 H23.7.1 1419687
松田晋幸、藤井謙治、
石野隆三*

３Ｄコラボレイトツール H23.11.7 P10059-1 永田正道

やまぐちグリーンバレー H22.7.30 5342071 　

縁石認識ポール H22.5.21 2009-022122 藤井謙治、皆元一郎*

衝突防止縁石 H22.3.12 1384743 藤井謙治、皆元一郎*

（７）商標(1件)

名　　　　　称 登録年月日 登録番号
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８ 各 種 表 彰 
 

  

表   彰   名  所属・職・氏名 備   考 

第４回ものづくり日本大賞 優秀賞 

（製品・技術開発部門） 

海面突入時の衝撃を低減する自由降下式救命艇の開発 

・株式会社ニシエフ  

山根 和之 

・企業支援部 設計Ｇ 

専門研究員 田村 智弘 

他５名 

平成２４年２月 

第４回ものづくり日本大賞 優秀賞 

（青少年支援部門） 

なるほど・ザ・サイエンス「夏休みジュニア科学教室」 

・株式会社宇部日報 

・地方独立行政法人山口

県産業技術センター 

他７社 

平成２４年２月 

平成２３年度中国地域公設試験研究機関功績者表彰 

（試験研究功労賞） 

企業支援部 デザインＧ 

専門研究員 藤井 謙治 
平成２４年３月 

 
 
 
 

９ 学 位 取 得 
 

学位 取得者氏名 論文名 取得年月日 取得大学名 
 
博士（生命科学） 

 
環境技術グループ 
 専門研究員 
  山田 和男 

プラスチックからプラ

スチックへ 

〜繊維強化プラスチッ

クの超効率的新規ケミ

カルリサイクル〜 

 
平成２４年 

３月１６日 

 
山口大学 
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産業技術センター案内図



【背表紙】縦書きとする 
 
 
平 成 ２３ 年 度 
 
業  務  報  告  書 
 
地方独立行政法人 
山口県産業技術センター 
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